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図 8.1.4 航路断面形状（27－34） 
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図 8.1.5 航路断面形状(35－42) 
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8.1.2 ラクフェン航路周辺の底質 

一般に、2 周波数測深の水深差はフルードマッドの厚さを示す。図 8.1.2 と図 8.1.3 の下図より、フ

ルードマッド厚は次のように特徴付けられる。 

- 航路に沿いの 2 周波数測深の水深差は、Km26-Km36 では 0.1－0.2m、Km36-Km39 では

0.2－0.4m、Km40 より沖では 0.3m 程度である。 

- 図 8.1.4 と図 8.1.5 より、2 周波数測深の水深差は航路の外側に比べ航路の中心で大きくな

っている。 

図 8.1.6 と図 8.1.7 に、底質の粒径と含泥率の平面分布をそれぞれ示す。これは、2009 年 11 月に実

施された 80 点の底質採取調査の結果である。図 8.1.6 の丸印の上の数字は粒径（ミクロン）を示

す。図より、航路中心上の底質はほとんどシルトや粘土であり、その平均粒径は 22μm である。

また、沖側領域で粒径は徐々に小さくなり、含泥率は徐々に大きくなる様子が認められる。この

ような傾向は、非常に細かい底質が特に航路の沖側部分の航路底に堆積していることを示す。 

 

図 8.1.6 粒径の分布、d50 (μm), ●は泥土 (d50 <75μm) ○は砂 (d50 >75μm)を表す 
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図 8.1.7 含泥率（%）の分布 

8.1.3 深浅測量データの分析 

 1) データ収集 

ラクフェン港周辺の深浅測量結果は表  8.1.1 に示すものが収集された。本節では、航路の埋没過

程を理解するために、測量結果を分析した。図 8.1.8 に水深を色分けして表示した測量結果の等深

浅図を示す。等深浅図は、VN2000 座標系により表示されている。図中に示す 6 つのカラーマッ

プは、それぞれ横軸を 1,000m ずつずらして表示している。26－43 の数字は、ハイフォン港から

の距離である。 

現状の航路水深は、2005 年 10 月に－8m 以深に浚渫されているため、表示色は緑となる。黄色か

ら赤は埋没により水深が－7.5m より浅くなったことを示す。Km36－40 の領域は、2006 年 11 月

では基準面下 7.5m より深くなっていた。しかし、2009 年 11 月の調査結果には、色による判別は

難しいが、6.5m から 7m となっている。一方で、Km29－30 の領域は、水色（9.5－10m の水深帯）

の部分が時間の経過とともに沖方向に延びており、この領域が侵食されたことを示している。 
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表  8.1.1 収集された深浅測量データ 

No. 調査日 備考 
1 2006-11-16  
2 2007-06-13  
3 2007-12  
4 2008-06-25  
5 2008-12-25  
6 2009-11a 高周波数 (200kHz)の成果 

 

 

図 8.1.8 収集データの水深コンター図 

図 8.1.9 は、航路周辺の水深変化を色分けして表示したものである。図中には、2006 年 11 月調査

を基準とした正味の水深変化量が表示されている。黄色から赤の色は堆積を示し、水色から青は

侵食を示す。Km27 から Km32 の領域は、航路の内側と外側の両方で侵食を示している。Km32-34

の領域は、航路の外側で侵食、航路の内側で堆積を示している。Km34-38 の領域は、ほとんどの

部分で堆積である。この領域以外では、航路幅は概ね 100m であるが、この部分は部分的に航路

幅 200m で浚渫されている。Km38-41 の領域では、航路の大部分で 0.5－1.0m の堆積がある一方

で、航路の外側では侵食となっている。 
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図 8.1.9 2006 年 11 月からの水深変化（堆積を正とする） 

 2) 縦断面形状の水深変化 

図 8.1.10 に、航路内の水深変化を継続的な測量成果より得られる縦断面形状として表示した。上

図が航路中心線の縦断面形状であり、下図が 2006 年 11 月基準の水深変化である。 

2006 年 11 月の調査結果は、初期浚渫完了後 1 年の航路底の状況である。図より、Km36-42 の領

域で顕著な埋没が生じており、Km29-32 の領域では若干の侵食が生じていることが分かる。Km34

付近では、2006 年 11 月の水深が部分的に深くなっており、2008 年 12 月にはそれが平坦になって

いる。その後は Km34 付近の埋没は減少したようである。これらの特徴から、ラクフェン航路の

埋没は航路の沖側部分で顕著であることが確認される。 
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図 8.1.10 航路中心線上の地形と 2006 年 11 月を基準とした埋没高さ 

 

 3) 航路横断面形状の水深変化 

本報告では、航路に沿った場所を図  8.1.1 に示したハイフォン港からの距離を示す数字を用いて

表示している。27 から 42 の位置における航路横断面形状を図 8.1.11 と図 8.1.12 に示す。 

航路外側での底面高の変化は、多少変動があるものの、2006 年 11 月から 2009 年 12 月にかけて

徐々に深くなっている。 

航路内側での底面高の変化は、場所ごとに異なっている。L29 と L30 の場所では、航路中央の水

深は若干深くなっている。L38 から L41 については、底面高は浅くなっている。 

顕著な堆積 平衡状態/ 若干の侵食 若干の堆積 
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図 8.1.11 航路断面形状(L27-L34) 
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図 8.1.12 航路断面形状(L35-L42) 
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 4) 埋没速度 

Km27 から Km42 の位置における埋没速度を分析した。図 8.1.13 は、Km27 から Km42 の位置にお

ける水深変化を測量実施日に対して示したものである。図中の直線は、回帰分析の結果であり、

それぞれの場所について水深が時間とともに直線的に変化していることを示している。雨期及び

乾期による季節変動の効果は水深変化には明瞭に現れていない。 

図 8.1.14 は、各地点の埋没速度を示したものである．埋没速度は、2)で述べたように場所毎に異な

っている。埋没速度は、航路の沖側部分である Km37 から Km42 の範囲で相対的に速く、Km29

から Km32 の範囲で負となっており、侵食となることを示す。Km33 から Km35 の範囲では、こ

の領域が部分的に深く、埋め戻されたため、埋没速度が速い。 

航路沿いで正味の堆積が生じている範囲を積分することにより、平均埋没高さを計算した。その

結果を図 8.1.15 に示す。図中、平均埋没高さは 2005 年 10 月の初期浚渫完了後の経過月数に対し

てプロットされている。プロットされたデータには JOPCA（2009）の報告書に記載されていたデ

ータ（JOPCA-collected）が本調査で収集されたデータ（SAPROF-collected）とともに表示されて

いる。図中の曲線は、全データの回帰曲線である。図中に示されるように、平均埋没高さは経過

月数とともに徐々に増加しているが、その埋没速度は減少している。回帰曲線より推定される年

間埋没速度を図 8.1.16 に示す。図より、1 年目の埋没速度は 2 年目以降の埋没速度よりかなり大き

くなっている。しかしながら、図 8.1.17 に示す 2005 年 10 月のデータによれば、1 年目の急速な埋

没が Km34 から Km41 あたりの余掘り領域が埋め戻されたことにより生じたことが確認される。

2006 年 11 月の地形では、その余掘り領域がほぼ埋め戻されており、したがって、2006 年 11 月以

降に埋没速度が顕著に減少したものと考えられる。 

以上に述べた分析により、ラクフェン航路の埋没の特徴をまとめると以下のようになる。 

- 航路周辺の底質の大部分は泥土（シルトや粘土）であり、埋没はシルテーションにより

生じる。 

- 埋没速度は、航路に沿って場所毎に異なり、顕著な埋没が生じる箇所は航路の沖側部分

である Km37 から Km41 の領域である。 

- Km29 から Km32 の領域では、現状で埋没は生じていない。この領域はラクフェンエス

チュアリの入口近くに位置しているため、強い潮流が常に底面に作用し底質が堆積しな

い。 
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図 8.1.13 Km27 から Km42 の水深変化 

 

 

図 8.1.14 ラクフェン航路の最近の埋没速度 
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図 8.1.15 平均埋没高さと回帰曲線 

 

 

図 8.1.16 浚渫後の毎年の平均埋没速度 

 

 

図 8.1.17 2005 年 10 月のデータを含む航路の縦断面形状 
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8.2 数値シミュレーション 

8.2.1 緒言 

ラクフェン航路の埋没を予測するため、数値シミュレーションを実施した。底質採取調査の結果

に見られたように、航路底には、シルトや粘土といった非常に細かい底質が堆積している。従っ

て、ラクフェン航路の埋没は、シルテーションにより生じていると推測される。シルテーション

は、シルトや粘土のような粘着性の底質が波や流れによって海底から巻き上げられ、航路底へと

流入する現象である。粘着性の底質は、浮遊移動の形態で輸送されるため、移流拡散の底質移動

モデルを適用して埋没のシミュレーションをおこなった。 

ラクフェン海域では、潮位差が約 3.5m であり、潮流は航路に沿う方向に流れている。特に、ラク

フェンエスチュアリの入口であるベンゴットとカットバ島間の海域では、強い潮流の影響で水深

が局所的に深くなっている。また、南～南東方向からの波がしばしば来襲し、海底の泥土を巻き

上げて浮遊させる。実際、調査チームが底質の柱状採泥を実施した日には、波は 1～1.5m 程度あ

り、海の色は浮遊泥によりこの海域一面で黄色くなっていた。それ故、ラクフェン航路の埋没の

主要因は波と流れによる泥土輸送によるものと考えられる。以下に述べる本調査でのシミュレー

ションは、波と流れによる泥土輸送を取り扱っている。雨期における河川からの流入もまた重要

と考えられるが、前節で分析した埋没速度に季節変動の影響は認められなかったこと及びラクフ

ェンエスチュアリに直接流入する Cranh 川の流量は小さいことから、シミュレーションには河川

からの供給を考慮しないものとした。 

8.2.2 計算方法 

本調査では、波と流れによる泥土輸送を計算し航路埋没を評価する。波浪、流れ、底質輸送は以

下に述べる数値モデルにより計算する。モデルの概要を以下に示す。  

 1) 波浪変形モデル 

波浪変形の解析には、回折項と砕波減衰項を含むエネルギー平衡方程式を用いる。その基礎式は、

次のように記述される。 

 SSccSccSVSV
y

SV
x byygyygyx εθθ

σ
κ

θ θ −
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ −=

∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂ 22 cos

2
1)cos(

2
)()()(   ( 8.1) 

ここで、 ),( θfS は波の方向スペクトル密度、 ),( yx は水平座標、θ は x 軸から反時計まわりに測る

波向、 bε は砕波による波エネルギーの減衰係数であり、特性速度 ),,( θVVV yx は以下のように定義

される。 

 θcosgx cV =   ( 8.2) 
 θsingy cV =   ( 8.3) 

 ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂
∂

−
∂
∂

= θθθ cossin
y
c

x
c

c
c

V g
  ( 8.4) 

ここで、c は波速、cg は群速度である。式( 8.1)の右辺第一項は波の回折を表現するために加えら
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れた項であり、σ は波の角周波数、κ は回折の程度の調整係数であり、典型的な値は 2.5 である。 

 2) 流れのモデル 

流れ場の数値計算モデルは、平面 2 次元の水深積分型の連続式と運動方程式を基礎式とする有限

差分モデルである。計算格子は矩形のスタッガード格子である。タイムステップにおいて、まず

運動方程式が計算され、次いで更新された流速により連続式が計算される。 

2 次元の水深積分型の連続式と運動方程式は以下の通りである。 
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ここで、t は時間、(x、y) は水平座標、η は水位、U は x 方向の断面平均流速、V は y 方向の断

面平均流速、h は水深、 (Qx、Qy)は x 方向と y 方向の流量、g は重力加速度、(Dx、Dy) は水平方

向の渦動粘性係数、ρw は海水密度、 f はコリオリパラメータ、(τbx、 τby) は x 軸と y 軸に平行な

底面せん断力、(τSx、 τSy) は x 軸と y 軸に平行な波による応力である。 

 3) 底質輸送と地形変化 

泥土輸送は通常浮遊移動であり、その基礎式は濃度の移流拡散方程式である。 
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  ( 8.8) 

ここで、C は水深平均の浮遊物濃度、 (U 、V ) は x と y 方向の水深平均流速、hは水深、( xK 、

yK ) は x と y 方向の水平拡散係数、E は底質の巻き上げフラックス、D は底質の沈降フラックス 

(= fb wC 、 bC  は底面濃度、 fw は底質の沈降速度)である。底質の巻き上げフラックスは、次のよ

うに評価される。 

 ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛ −
=

cr

crME
τ
ττ

  ( 8.9) 

ここで、τ  は底面せん断応力、 crτ は巻き上げ限界せん断応力、M は経験定数（kg/m2/s）である。

式 ( 8.8) は、流速と底面せん断力を用いて濃度 C について解かれる。 

底面せん断力は、底質粒径と局所的な外力条件を用いて評価される。本モデルでは、Soulsby 

(1997)により提案された以下の式を用いている。波と流れの下での最大せん断応力は、次のように

評価される。 
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 ( ) ( )22
max sincos φτφτττ wswsmss ++=   ( 8.10) 

ここで、 msτ  は次のように定義される平均せん断応力である。 
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τττ   ( 8.11) 

ここで、φは波の進行方向と流れの方向のなす角度である． csτ と wsτ はそれぞれ流れと波によるせ

ん断応力である。 

 2

2
1 Ufcwcs ρτ =   ( 8.12) 

 2

2
1

wwwws ufρτ =   ( 8.13) 

ここで、U は流速の絶対値 (= 22 VU + )、 wu は波の軌道流速振幅、 cf と wf は次のように定義さ

れる摩擦係数である。 
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ここで、κ はカルマン定数、d は全水深 (= η+h )、 wA は波の軌道全振幅 (= πTuw )、 sk は Dks 5.2=

として評価される粗度高さ、D は底質粒径である。式( 8.8)中のτ は式( 8.10)の smaxτ として評価され

る。 

底面高の変化は次の漂砂の連続式により計算される。 
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  ( 8.16) 

ここで、 λは底質の空隙率、 ( xq 、 yq )は、x 方向と y 方向の漂砂量である。 
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8.2.3 モデルの設定 

 1) 計算領域 

波、流れ、地形変化の計算に用いる計算領域は、海図と航路周辺の深浅測量データをもとに作成

した。計算領域の海底地形を図 8.2.1 と図 8.2.2 に示す．図に示すように、2 つの計算領域を作成し

ている。大領域の格子サイズは 500m × 500m であり、小領域の格子サイズは 50m × 50 m であ

る。ラクフェン航路は図中の中央に y 軸に平行に位置している。 

 

図 8.2.1 計算領域の海底地形（大領域） 

Hai phong 

Cat Ba 

Large Domain (Cell size = 500 x 500 m) 
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 (Cell size = 50 x 50 m)
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図 8.2.2 計算領域の海底地形（小領域） 
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 2) 計算条件 

a) 水位 

潮流を計算するためには、水位の時間変化を境界条件として与える必要がある。本調査では、

境界条件として与える水位を Matsumoto ら(2000) 1により開発された潮位予測システム

NAO.99b のプログラムを用いて計算した。図 8.2.3 は、東経 107°00’00’’、北緯 20°30’00’’ の

位置における潮位を NAO.99b により予測した例である。 

水位の時間変化は、大領域格子の境界条件として与える。小領域格子の境界条件は、大領域

での計算結果の出力を与える。 

 
図 8.2.3 水位の時間変化 

b) 入射波条件 

波浪変形を計算するには、沖波の波高、周期、及び波向が必要である。本調査では、エネル

ギー平均波を代表波として用いる。エネルギー平均波は、表 8.2.1 に示す波向別波高の出現頻

度表を用いて算定した。TEDI による FS 調査の報告書によれば、表中のデータはホンダウ観

測所において 1961 年から 1983 年までの長期間観測に基づくデータである。 

エネルギー平均波は、次のように計算される。 

95.0
)( 2

==
∑

∑
ii

iii
e Tp

THp
H (m) 

ここで、 ip  は波高ランク i の出現確率、 iH はランク i の波高、 iT  はランク i の周期である。

エネルギー平均波の周期については、波高と周期の関係式 T=1.5539H+3.9222 より求めた。 

4.5=eT (sec.) 

波向の出現確率を図 8.2.4 に示す。図より、波向は E から S 方向が支配的であるが、高波浪に

ついては SE 及び S 方向が優勢となるようである。ラクフェン航路は E 方向からの波に対し

                                                      
1 Matsumoto、 K.、 T. Takanezawa、 and M. Ooe (2000)、 Ocean Tide Models Developed by 
Assimilating TOPEX/POSEIDON Altimeter Data into Hydrodynamical Model: A Global Model and a 
Regional Model Around Japan、 Journal of Oceanography、 56、 567-581 
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てはカットバ島により遮蔽されているので、S 方向からの波が航路埋没に影響を及ぼす代表

波であると考えられる。 

波高の未超過出現確率を図 8.2.5 に示す。エネルギー平均波に対する未超過出現確率は約 70%

である。 

表 8.2.1 ホンダウでの 1961 年－1983 年の観測データに基づく波向別の波高出現頻度 

4281
(18.046)

221 178 544 785 197 38 30 47 2040
(0.932) (0.750) (2.293) (3.309) (0.830) (0.160) (0.126) (0.198) (8.599)

647 757 1988 2399 722 181 42 117 6853
(2.727) (3.191) (8.380) (10.113) (3.043) (0.763) (0.177) (0.493) (28.888)

344 421 1300 1219 498 131 7 23 3943
(1.450) (1.775) (5.480) (5.138) (2.099) (0.552) (0.030) (0.097) (16.621)

310 376 1524 1263 1092 357 11 18 4951
(1.307) (1.585) (6.424) (5.324) (4.603) (1.505) (0.046) (0.076) (20.870)

45 75 355 291 444 135 4 1 1350
(0.190) (0.316) (1.496) (1.227) (1.872) (0.569) (0.017) (0.004) (5.691)

12 11 46 56 81 22 1 1 230
(0.051) (0.046) (0.194) (0.236) (0.341) (0.093) (0.004) (0.004) (0.970)

3 2 11 13 7 3 2 41
(0.013) (0.008) (0.046) (0.055) (0.030) (0.013) (0.008) (0.173)

6 6 6 3 1 22
(0.025) (0.025) (0.025) (0.013) (0.004) (0.093)

2 1 3
(0.008) (0.004) (0.013)

3 1 2 6
(0.013) (0.004) (0.008) (0.025)

1 1 1 3
(0.004) (0.004) (0.004) (0.013)

1582 1820 5777 6036 3049 873 95 210 23723
(6.669) (7.672) (24.352) (25.444) (12.853) (3.680) (0.400) (0.885)

99.99

100.00

98.71

99.68

99.86

99.95

99.96

W NW Total

Total

Probability of
non-exceedance

(%)

18.05

26.65

55.53

72.15

93.02

N NE E SE S SW

6.00-7.00

7.00-8.00

8.00-9.00

9.00-10.0

>10.00

              Dir

Height(m)

2.00-2.50

2.50-3.00

3.00-3.50

3.50-4.00

4.00-5.00

5.00-6.00

0-0.25

0.25-0.5

0.50-0.75

0.75-1.00

1.00-1.50

1.50-2.00
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図 8.2.4 波向の出現確率 

 

 
図 8.2.5 波高の未超過出現確率 

c) 底質条件 

 8.1.2 節に述べたように、ラクフェン航路周辺の底質はシルトと粘土がほとんどである。埋没

シミュレーションにおいては、代表的な底質条件として粒径 22 μm 、密度 2680 kg/m3 を用い

る。ストークスの公式によれば、この底質粒子の水温 20 度の水中における沈降速度は 0.39 

mm/s である。 

8.2.4 現況における埋没シミュレーション 

数値モデルの検証のため、現況の数値シミュレーションを実施した。再現目標は、 8.1.3 節に示し

た航路沿いの埋没速度であり、図 8.1.16 に示す 2 年目以降の平均埋没速度である。 

 1) 潮流 

潮流シミュレーションの一例を以下に示す。図 8.2.6 は大潮時の上げ潮時と下げ潮時の潮流のベク

トル図である。図より、流れの主方向は航路に沿っており、強い流れがベンゴットとカットバ島
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の間の狭隘部の近くで生じている。 

図 8.2.7 と 図 8.2.8 に、4 地点における実測と計算の流速を比較した結果を示す。潮流調査は、多

層測定が行われているが、潮流観測結果に流れが成層化している様子は認められなかったため、

比較は水深平均流速で行っている。図より、計算結果による流速は実測値よりも若干過小評価で

あるが、比較的良好な結果を与えている。 

 

図 8.2.6 大潮時の上げ潮と下げ潮時の潮流計算結果（11/7 2:00 11/7 16:00） 
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図 8.2.7 潮流の実測値と計算値の比較 (Station V1) 

 

 

図 8.2.8 潮流の実測値と計算値の比較(Station V2) 
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図 8.2.9 潮流の実測値と計算値の比較(Station V3) 

 

 

図 8.2.10 潮流の実測値と計算値の比較(Station V4) 
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 2) 波浪変形 

波は、高波浪時の強いせん断応力が底質を巻き上げるため、航路埋没に影響を及ぼす重要な要因

の一つである。浮遊した底質は潮流や海浜流等の流れにより輸送され、せん断応力が弱まる場所

に沈降する。 

波浪変形の数値解析結果を以下に示す。トンキン湾へ入射する波は、湾内地形に応じた屈折現象

により波高と波向が変化する。島の背後では、回折現象により波は更に変形する。波が海岸近く

に到達すると、波は砕波により小さくなる。  

代表波として、エネルギー平均波（波高 H0 = 0.95 m、周期 T= 5.4 s）を選択した。ここで、波高

は有義波高である。波の分布の計算結果を図 8.2.11 に示す。図中、波高と波向は E、ESE、SE、SSE、

S、及び SSW の入射波向について示している。  

図より、航路周辺の波高は入射波向が E もしくは ESE の時に比較的低く、一方 SSE や S の時に比

較的高い。波向 S の図より、特に航路の左側で波は航路に沿って集中している様子が示されてい

る。この場所における波の集中は、カットハイの南東にある浅瀬の影響と考えられる。航路沿い

に、波は沖から岸に向けて徐々に波高が減衰しており、狭隘部を超えてラクフェンエスチュアリ

へは波は伝達していない。 
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図 8.2.11 入射波向 E～SSW に対する波高と波向の計算結果 
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 3) 埋没過程 

現状のラクフェン航路において、潮流のみによる埋没及び潮流と波による埋没を計算し、それぞ

れの埋没に及ぼす効果について検討した。両者の計算は、大潮期と小潮期を含む 15 日間の計算を

行った。また、潮流と波のケースにおいては、潮位変動とともに波高 0.95m、周期 5.4s、波向 S

のエネルギー平均波を与えた。図 8.2.12 に、ラクフェン航路中心線上での 15 日間の水深変化の計

算結果を示す。 

図より、潮流のみの場合には侵食が生じている様子が見られ、逆に潮流と波の場合には顕著な堆

積が表れている。この結果は、ラクフェン航路の埋没に波が支配的であることを示している。図

 8.2.13 は、潮流のみの場合と潮流と波の場合の浮遊泥濃度の計算結果を示している。潮流と波の

場合には、ラクフェン航路の周辺で高濃度の浮遊泥が分布しており、一方、潮流のみの場合の浮

遊泥濃度は低い。この結果もまた、高波浪時に多量の浮遊泥が航路に流入することを示している。 

 8.1.3 節で述べたように、深浅測量データの解析結果は、Km36 から沖側領域において埋没が顕著

であり、Km28 から Km32 の領域では若干の侵食が生じていることが示されている。Km28 から

Km32 の領域の侵食は、図 8.2.13 の上図に示すように強い潮流が底質を押し流している効果として

説明される。この海域に広く分布しているのは、シルトや粘土のような泥土であるため、高波浪

時に航路へ流入する底質のほとんどは沈降速度が非常に遅い泥土である。加えて、浮遊泥は波が

静穏になった時の沈降過程において、いわゆるフルードマッドを形成する。フルードマッドは底

面付近の高濃度層であり、完全に固まるまでにかなりの時間を要する。それゆえ、フルードマッ

ドは再浮上しやすく、潮流により航路に沿って移動し、流れによるせん断応力が非常に弱くなる

場所において最終的に沈降する。 

図 8.2.14 は、航路の縦断面形状、2006 年 11 月基準の正味の水深変化、及び 15 日間の潮流シミュ

レーションにおける平均底面せん断応力を示している。図より、埋没の特徴は平均せん断応力と

深く関連しているようである。Km32 より岸側の領域では、平均せん断応力が 0.06N/m2 より大き

く、埋没が生じていない。また、埋没のピークは Km39 付近に表れており（ここで、Km34 付近

に見られるもう一つのピークについては、2006 年 11 月の水深が局所的に深くなっているため無

視する）、Km39 の沖側での平均せん断応力は 0.015N/m2 以下である．  
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図 8.2.12 航路中心線上の水深変化の計算結果（上=潮流のみ、下=潮流＋波） 

 

 

図 8.2.13 上げ潮最強時の浮遊泥濃度 (左=潮流のみ、右=潮流と波) 
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図 8.2.14 航路の縦断面形状（上）、2006 年 11 月を基準とした水深変化（中）、潮流シミュレー

ションにより評価された 15 日間の平均せん断応力（下） 

 4) 埋没速度の再現 

前節に示したように、ラクフェン航路の埋没過程においては流れと波の両者が影響を与えている。

そこで、航路に沿った実際の埋没量を再現するため、両者の計算結果を用いて以下のように評価

した。 

 PhhV twtsed ×Δ×+Δ×= βα   ( 8.17) 

ここで、 sedV  は埋没速度 (m/year)、 thΔ  は潮流のみによる 15 日間の水深変化量の計算結果、 twhΔ  

は潮流と波による 15 日間の水深変化量の計算結果、α は静穏な日の出現率により決まる係数、β

は年間の波による総エネルギーフラックスとシミュレーションにおいて作用した波のエネルギー

フラックスの比により決まる定数、 P は底質の沈降確率であり、次のように定義した。 

堆積なし 

堆積率が増加 

完全に堆積 
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ここで、 τ は潮流による 15 日間平均の底面せん断応力、 cdτ は完全に堆積が生じる場合の限界せ

ん断応力、 ceτ は堆積が生じない限界せん断応力である。 cdτ と ceτ は図 8.2.14 に示す実際の埋没状

況とτ の関係より、 cdτ =0.015 N/m2 と ceτ =0.06 N/m2 とした。τ と対応した P の変化を図 8.2.15 に

示す。このパラメータの機能は、潮流が強い場所では堆積が生じず、潮流が弱い場所で堆積が生

じるという現象を再現するものである。 

  

図 8.2.15 沈降確率 

以上の方法により評価された埋没速度を図 8.2.16 に示す。図中には、現在の地形（Case 1）と航路

水深を 8m で均した地形（Case 2）の場合を示し、実測データと比較したものである。図より、埋

没速度の評価結果は、Km29-33 の若干の侵食と沖側領域での堆積といった航路に沿った埋没パタ

ーンをよく再現していることが確認される。 

 

図 8.2.16 埋没速度の実測値と計算値による比較 

現況地形（Case 1）、水深 8m に均した地形（Case 2） 
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8.2.5 航路埋没の将来予測 

ラクフェン航路では、港湾施設の新規開発とともに航路増深と拡幅が計画されている。一般に、

航路の増深は埋没量の増大を生じさせ、港湾の運営に支障をきたす場合がある。TEDI による FS

調査報告書によれば、埋没量の低減のため 7,000m の防砂堤設置が提案されている。本調査では、

将来の埋没量に関する数値シミュレーションを行い、将来の埋没量予測と防砂堤の位置や長さに

関する検討を行った。 

 1) 予測ケース 

数値シミュレーションの検討ケースを表 8.2.2 に示す。各ケースで外力条件の異なる 2 つのシミュ

レーションを実施し、前節で述べた方法により埋没速度を評価している。ケース 1 とケース 2 は、

現況に対するケースであり、水深は約 8m、航路幅は 100m である。この 2 つのケースについては、

既に前節で示した通りであり、現況の再現性が検証されている。 

本節では、ケース 3 からケース 7b の埋没量の将来予測結果を示す。航路の計画水深は 14m であ

り、航路幅は Km27 から Km36 の範囲が 160m、Km367 より沖側が 210m である．防砂堤について

は、ケース 5 からケース 7 において 3 つの配置を検討した。防砂堤の配置については、図 8.2.17

に示す通りであり、Dike1、Dike2、Dike3 と称する。ケース 5、6、7 のシミュレーションでは、防

砂堤は不透過の壁として取り扱い、ケース 7b では防砂堤の天端高を M.W.L.と同じ高さの＋2.0m

に設定し、M.W.L.より水位が高い場合に波、流れ及び底質移動が伝達するようにした．  

表 8.2.2 予測計算ケース 

ケース 航路水深 外力条件 計算期間 港湾施設 / 防護施設 

潮流のみ 15 日 
1 7.5m 

潮流＋波 15 日 
なし/ なし、 現況の条件 

潮流のみ 15 日 
2 8.0m 

潮流＋波 15 日 
なし/ なし、航路水深を 8m として均した地形  

潮流のみ 15 日 
3 14.0m 

潮流＋波 15 日 
なし/ なし 

潮流のみ 15 日 
4 14.0m 

潮流＋波 15 日 
あり/ なし 

潮流のみ 15 日 
5 14.0m 

潮流＋波 15 日 
あり/ Dike1 

潮流のみ 15 日 
6 14.0m 

潮流＋波 15 日 
あり/ Dike2 

潮流のみ 15 日 
7 14.0m 

潮流＋波 15 日 
あり/ Dike3 

潮流のみ 15 日 
7b 14.0m 

潮流＋波 15 日 
あり/ Dike3、但し、天端高を + 2.0m C.D.に設定 
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図 8.2.17 防砂堤の配置条件 

 2) シミュレーション結果 

図 8.2.18 に、ケース 3 からケース 7b についての埋没速度の評価結果の縦断分布を示す。また、図

 8.2.19 に総埋没量の比較結果を示す。総埋没量は、埋没速度、航路幅及び航路の延長より計算し

たものである。 

図中に示されるように、ケース 3 の埋没量が最も大きく、ケース 6 の埋没量が最も小さく評価さ

れている。ケース 4 については、港湾施設はあるが防砂堤がない条件であり、構造物が何もない

条件のケース 3 より埋没量は若干小さくなっている。ケース 5 からケース 7 は、港湾施設と防砂

堤がともに含まれる条件である。防砂堤の機能は、航路外で生じる浮遊泥が航路に流入するのを

防ぐものである。ケース 5、6、7 の埋没量を比較すると、防砂堤が長いほど、また航路近くに設

置するほど、埋没の阻止効果が高いことが確認される。 

ケース 7b は、防砂堤の天端高を M.W.L.と同じ高さ（=+2.0m、 C.D.）に設定し、潮位が M.W.L.

より高い場合に防砂堤の上を通過する波や流れ、底質移動を許容した場合の計算ケースである。

ケース 7 と 7b を比較すると、ケース 7b の埋没量はケース 7 より大きいがその差はわずかである。 

埋没量に関しては表 8.2.3 に整理した。表中には、1 年目の埋没量と 2 年目以降の埋没量の 2 つを

Case 5 Case 6 Case 7 & 7b 
(Dike 1) (Dike 2) (Dike 3) 
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表示している．現況の 1 年目の埋没量（ケース 1&2）は 120 万 m3 であり、これは深浅測量データ

の解析結果より得られる値である。これは、2 年目以降の埋没量と比べ 4.6 倍大きい。埋没速度の

時間変化は、異常な高波浪の来襲によるものか、図 8.1.17 に示したような過剰に浚渫されている

箇所が急速に埋め戻ったことにより生じたのかは定かでない。ここで示すシミュレーションは、2

年目以降の実測の埋没速度より評価したものであり、1 年目の急速な埋没速度は再現されていな

い．しかしながら、1 年目の埋没は概して 2 年以降の埋没よりも大きいため、埋没量の将来予測

の評価として含めるべきと考えられる。そのため、予測ケース（ケース 3～7b）の 1 年目の埋没

量は、2 年目の埋没量の 4.6 倍として評価した。 

結論として、シミュレーション結果は防砂堤が埋没防止に効果的であることを示した。防砂堤の

長さや配置、構造の詳細については、初期コストと維持コストによるライフサイクルコストを考

慮して決定されることが望ましい。 

 

図 8.2.18 航路水深 14m の場合の埋没速度の予測結果 

 

 

図 8.2.19 総埋没量の予測結果（2 年目以降の埋没量） 

Channel deepening area.
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表 8.2.3 埋没量のまとめ 

ケース 説明 1 年目  
(m3/年) 

2 年目以降

(m3/年) 
1&2 約 8m の航路水深、現況 1,200,000* 260,000
3 14m、構造物なし 6,873,000 1,491,000
4 14m、港湾施設あり、防砂堤なし 6,712,000 1,456,000
5 14m、港湾施設あり、防砂堤延長=10,000mを航路より 1.5km 離

して設置 
1,678,000 364,000

6 14m、港湾施設あり、防砂堤延長= 11,000m を航路脇に設置 1,107,000 240,000
7 14m、港湾施設あり、防砂堤延長= 7,000m 2,829,000 614,000
7b 14m、港湾施設あり、防砂堤延長=7,000m (天端高=+2m、 C.D.) 3,442,000 747,000

*) 深浅測量データの解析結果より評価 

 3) 工事期間中の埋没 

埋没は港湾施設、防砂堤及び航路増深の施工中にも生じると考えられる。図 8.2.20 は、航路水深

14m、防砂堤配置をケース 7b と仮定した場合の工程案である。図に示すように、初期浚渫には 32

カ月を要し、防砂堤完成には 40 カ月を要する。工事完了時点における航路水深を評価するため、

工事期間中の埋没量について以下に検討した。 

図 8.2.21 に示す 3 通りのシナリオを検討した。シナリオ 1 は、港側から沖側に向けて浚渫する場

合、シナリオ 2 は、まず Km36 地点までを岸から沖に向けて浚渫し、その後沖端から岸に向けて

浚渫する場合、シナリオ 3 は、沖端から港側へ向けて浚渫する場合である。3 つのシナリオに対

する工事中の埋没量は以下の仮定に基づき計算した。 

- 防砂堤完成は 2015 年末であるため、防砂堤の効果は工事期間中の埋没量評価に考慮しな

いものとする。 

- そのため、航路沿いの埋没速度は構造物なしで-14m に浚渫したのみの場合であるケース

3 のシミュレーション結果を用いて評価する。 

- 各年の浚渫領域において、浚渫完了時点から 2015 年末までの埋没量を算定する。 

- 算定の時間間隔は 6 カ月とし、浚渫後の埋没量を足し合わせて評価した。 
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Construction Schedule for Lach Huyen Port Project

ID Task Period (mth) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

40

36

15

4 Training Dike

Type-B (2,510m)

Access Channel Dredging

21

26

Type-A (720m)

32

Outer Revetment

2

3

2012 2013 2014 2015 2016

YEAR 2015 STAGE

1 Reclamation

P
u
b
l
i
c

360m
1,000m 2,000m

Type2 Type1

720m
2,510m

Type3

CH +0～3300 CH +3,300～9,000 CH +9,000～15,000 CH +15,000～17,400

陸→沖

 

図 8.2.20 ラクフェン港プロジェクトの工程案 

 

 

図 8.2.21 初期浚渫のシナリオ 

 

上記の仮定に基づき評価した航路の埋没高さを図 8.2.22に示し、平均埋没高さと総埋没量を表 8.2.4

に示す。これらの結果より、工事期間中の埋没の特徴が次のように評価された。 

2012 2013 2014 2015 

2012 2013
20142015

2012 201320142015

Scenario 1 

Scenario 2 

Scenario 3 

目標水深
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- 3 つのシナリオを比較すると、シナリオ 2 が最小埋没量で、シナリオ 3 が最大である。 

- 埋没のピークは Km38 付近に現れる。その埋没高さはシナリオ 1、2 で 1.4ｍ、シナリオ

3 で 2.5m である。 

- シナリオ 2 で埋没量が最も小さくなる理由は、埋没が大きい Km36～Km42 の領域につい

て浚渫後の埋没期間が短くなるためである。 

これらの特徴は、初期浚渫完了時点で Km39 付近の航路水深が-14m より浅くなることを示してい

る．また、浚渫直後の埋没は大きくなる傾向にあるので、工事期間中の埋没量はこの評価よりも

大きくなる可能性がある。そのため、工事期間の埋没についても注意深く監視していくべきと考

えられる。 

 

図 8.2.22 工事期間中の埋没高さの評価結果（2012 年 8 月～2015 年 12 月の埋没量） 

 

表 8.2.4 工事完了時点（2015 年 12 月）における平均埋没高さと総埋没量 

シナリオ 
平均埋没高さ 

 (cm) 
総埋没量 

(m3) 
シナリオ 1 68.3 2、203、709 
シナリオ 2 60.0 1、933、947 
シナリオ 3  90.5 2、919、638 
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 4) まとめ 

本調査では、ラクフェン航路の埋没量を予測するために数値シミュレーションを実施した。水深

が約-8m である現況の地形条件に対し、モデルのキャリブレーションを行い航路上の埋没速度を

再現した。現況再現の後、航路水深を-14m に増深した場合の予測を行うとともに埋没量を低減す

る防砂堤の配置について検討した。また、シミュレーション結果をもとに工事期間中の埋没量を

検討した。ここで得られた結論は以下の通りである。 

- 現況の埋没速度は、総埋没量と航路に沿った埋没パターンについて数値モデルにより再

現された。 

- シミュレーション結果は、航路水深が増大すると埋没量が増加することと防砂堤が埋没

低減に効果的であることを示した。 

- また、防砂堤は浮遊泥が航路へ流入するのを防ぐ機能を持つため、延長が長いほど、ま

た航路近くに設置するほど埋没量の低減効果が高い。しかし、延長や配置及び構造につ

いての詳細は、ライフサイクルコストが小さくなるよう決定すべきである。 

本調査で予測された埋没量は、2006 年 11 月から 2009 年 11 月に測定された深浅測量データの解

析により評価された実際の埋没速度に基づいている。この期間は、初期浚渫完了後 2 年目以降で

ある。その埋没速度は比較的遅く、航路の水深は-8m でほぼ維持されている。しかしながら、2005

年 10 月と 2006 年 11 月の深浅測量データは、浚渫後 1 年目に生じた急速な埋没を示している。こ

の急速な埋没は、浚渫直後の部分的に深い領域が急速に埋め戻されたためと考えられるが、1 年

目の急速な埋没に対する詳細なメカニズムはまだ十分に明らかになっていない。従って、維持浚

渫が毎年行われる場合には、この急速な埋没が毎年生じる可能性がある。このように、計画され

ている航路の増深には急速埋没のリスクがあるため、工事期間中及び工事完了後の継続的なモニ

タリングにより埋没量を常に監視し修正していくことが必要である。 
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9. 自然・社会環境の現状 

9.1 提案事業の環境社会配慮への概要と JBIC 環境社会配慮ガイドラインの確認 

9.1.1 既存報告書のレビュー 

日本政府が支援を行う円借款事業の重要な承認プロセスの一環として、調査団はベトナム政府が

承認した環境影響評価報告書（EIA レポート）及び関連資料のレビューを行い、日本政府が求め

る環境社会配慮の確認を行った。この承認済 EIA レポート*1 は、2008 年にベトナム港湾局

（VINAMARINE）傘下の MPMU III（Maritime Project Management Unit III：プロジェクト管理ユニ

ット III）の委託を受け、環境省（MONRE）傘下の HYMENET（Center for Hydrography & Meteorology 

Network and Environment：水理・気象ネットワーク及び環境センター）が作成したものである。ま

た、調査団は、タンブーとラクフェン港を結ぶ幹線道路に係る EIA と住民移転行動計画（RAP）

の検証も行った。同幹線道路に係る EIA 及び RAP の検証内容は「10 章タンブー－ラクフェン道

路に係る既存調査のレビュー」に別途記述した。検証を行った既存資料の一覧を以下に示す。 

*1: Environmental Impact Assessment Report, Lach Huyen gateway port infrastructure construction project, 

approved by MONRE No.2231/QD-BTNMT, Hanoi 31 Oct. 2008 

表  9.1.1 検証済レポート一覧 

検証済みレポート  
 Environmental Impact Assessment Report/ Lach 

Huyen Gateway Port Construction Project 
(2010-2015), September 2008 

Prepared by HYMENET assigned by PMU III, 
VINAMARINE 

その他検証済みレポート  
 Feasibility Study of Lach Huyen Gateway Port 

Construction Project（ラクフェン港事業性評価報告

書） 

Transport Engineering Design Incorporation (TEDI) 
assigned by PMU I, VINAMARINE 

 Port Capacity Reinforcement Plan In Northern 
Vietnam, September 2009（ベトナム・北部港湾能

力強化計画） 

Prepared by Nippon Koei Co.Ltd. & Associates 
assigned by MOT 

 General Construction Plan of Hai Phong City to 2025 
and 2050（ハイフォン市・総合開発計画） 

Prepared by Planning Institute of Hai Phong 
assigned by Hai Phong People’s committee 

9.1.2 ベトナムにおける環境社会配慮の法的枠組 

概して、環境社会配慮に関するベトナム（べ国）の法制度は、先進国と同様に公正な理念に基づ

き可能な限り損失を回避し、不可避な損失に対して補償を行う事が保証されている点で比較的整

備の進んだ法制度であると言える。また、環境社会配慮の基本理念は 2001 年に改訂されたベトナ

ム憲法（1992 年）で定義されていることを考えても、環境社会に対する配慮は重要な位置付けで

ある事が分かる。環境社会配慮に係る基幹となる法律は、環境保護法 No.52 (2005) と土地法 No.13 

(2003)の 2 つである。経済成長に伴う状況の変化に伴い、これまでにそれら基幹法の関連法が数多

く制定され、該当分野の規定が複雑になってきている。べ国憲法の環境社会配慮に関連する定義

は以下の項に見られる。 
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• Article 17:  The state’s ownership of the land and other natural resources under the ownership of the 
entire people（17 項：べ国の土地・天然資源の所有権） 

• Article 18:  State’s power to allocate the rite to use（18 項：べ国の土地利用権の分配権） 

• Article 23: Assurance of Properly and Compensation（23 項：財産の保障と補償） 

• Article 29: Environmental Protection（29 項：環境保護） 

 

 1) 環境保護法 2005 の関連法 

年/目的 法律・規制 
2005/ LAW 環境保護法 No.52/2005/QH111 
1998/ LAW 水資源法 1998, 1999 年 1 月 1 日発効 
2008/ pursuant to Law on 
Environmental Protection, 
Dec.#21/2008/ND-CP, 
Dec.#80/2006/ND-CP 

Circular No. 05/2008/TT-BTNMT guiding strategic environmental assessment, 
environmental impact assessment and environmental protection commitment, 08 
December 2008 

2008/ pursuant to Law on 
Environmental Protection, 
and amending 
Dec.#80/2006/ND-CP 

Decree No.21/2008/ND-CP dated February 28th 2008 of the Government on 
amendment of some articles of Decree No.80/2006/ND-CP dated August 9th 
2006 guiding the implementation of Environment Protection Law. 

2008 Decision No.16/2008/QD-BTNMT dated December 18th 2006 of the Ministry of 
Natural Resources and Environment on obligatory application of Vietnamese 
standards on environment 

2007/ pursuant to Law on 
Environmental Protection, 
Law on Water Resources 

Decree No.88/2007/ND-CP dated May 28th 2007 of the Government on drainage 
for urban and industrial zones 

2007 Decree No.59/2007/ND-CP dated April 9th 2007 of the Government on solid 
waste management 

2007 Decree No.88/2007/ND-CP dated May 28th 2007 of the Government on drainage 
for urban and industrial zones 

2006/ pursuant to Law on 
Environmental Protection, 
and amending 
Dec.#80/2006/ND-CP 

Decree No.80/2006/ND-CP detailing and guiding the implementation of a number 
of articles of the Law on Environmental Protection 

2006/ pursuant to Law on 
Environmental Protection 

Decree No.80/2006/ND-CP detailing and guiding the implementation of a number 
of articles of the Law on Environmental Protection 

2006 Decision No.22/2006/QD-BTNMT dated December 18th 2006 of the Ministry of 
Natural Resources and Environment on obligatory application of Vietnamese 
standards on environment 

2006 Decision No.23/2006/QD=BTNMT dated December 26th 2006 of the Ministry of 
Natural Resources and Environment on list of dangerous waste 

2006 Circular No.12/2006/TT-BTNMT dated December 26th 2006 of the Ministry of 
Natural Resources and Environment guiding the procedures for application, 
registration, licensing, code issuance for managing dangerous waste. 

2002 Decision No.35/2002/QD-BKHCNMT dated June 25th 2002 of the Ministry of 
Science, Technology, and Environment on list of obligatory application of 
Vietnamese environment standards 
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 2) 土地法 2003 の関連法 

年/目的 法律・規制 
2003/ LAW 土地法 No.13/2003/QH111 
2010/ pursuant to Land 
Law,  
Cir.#14/2009/TT-BTNMT, 
Cir.#14/2008/TT-BTNMT, 
Dec.#69/2009/ND-CP 
Dec.#84/2007/ND-CP 

Decision No. 130/2010/QD-UBND on compensation on support & resettlement 
policy on Hai Phong City 

2009/ pursuant to Land 
Law, pursuant to  
Dec.#69/2009/ND-CP, 
Dec.#84/2007/ND-CP 

Circular No. 14/2009/TT-BTNMT detailing the compensation, support and 
resettlement and order of and procedures for land recovery, allocation and lease 

2009/ pursuant to Land 
Law 

Decree No.69/2009/ND-CP to amend a number of provisions on land use 
planning land rental rates land reclamation and resettlement and compensation 

2008/ pursuant to Land 
Law, 
Dec.#84/2007/ND-CP 

Circular No. 14/2008/TTLT/BTC-BTNMT Joint circular on guiding the 
implementation of a number of articles of the Government’s Decree 
No.84/2007/DN-CP 

2007/ pursuant to Land 
Law 

Decree No.84/2007/ND-CP dated May 25th 2007 of the Government on granting 
land use right certificate, land collection, land use right, procedures for 
compensation, support, resettlement where the land acquired by the State and 
complain denunciation 

2004/ pursuant to Land 
Law 

Decree No. 197/2004/ND-CP on compensation, support and resettlement when 
land is recovered by the State. 03 December 2004 

2004/ pursuant to Land 
Law 

Decree No. 188/2004/ND-CP on methods of determining land prices and 
assorted-land price brackets. - 16 November 2004 

2004/ pursuant to Land 
Law 

Decree No. 181/2004/ND-CP on the implementation of the Land Law. - 29 
October 2004 

 3) ラクフェン港湾開発プロジェクトに関する他の規制 

- 法令 No.71/2006/ND-CP on seaport management and maritime navigation channel dated July 

25th 2006 

- 法令 No.131/2006/ND-CP on Issuance of Regulation on Management and Utilization of Official 

Development Assistance dated November 9th 2006 

 4) ラクフェン港湾開発プロジェクトに関する決定事項 

- 1999 年 10 月 12 日 首相決定 No.202/QD-TTg, approval of Master Plan for Vietnam seaports 

system to 2010. 

- 2001 年 1 月 10 日 首相決定 No.04/2001/QD-TTg, approval of revised planning of Hai Phong 

city to 2020. 

- 2003年 8月 5日 政治局決議No.32/NQ-TW, constructing and developing Hai Phong city in the 

process of industrialization and modernization. 

- 2004 年 8 月 22 日 首相決定 No.885/QD-TTg, approval of the detailed planning for northern 
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seaport group (Group 1) to 2010 and orientation for development to 2020. 

- 2004 年 8 月 25 日 運輸省決定 No.2561/QD-BGTVT, allowing the preparation of Feasibility 

Study for Lach Huyen Gateway Port Construction Project. 

- 2004 年 12 月 31 日 港湾局決定 No.766/QD-CHHVN, assigning the representatives of the 

Project Owner for making Feasibility Study for the Lach Huyen Gateway Port Construction 

Project. 

- 2005 年 7 月 27 日 運輸省決定 No.2570/QD-BGTVT, approval of outline, cost estimation for 

survey and FS preparation for Lach Huyen Gateway Port Construction Project. 

- 2007 年 10 月 23 日 港湾局決定 No.694/QD-CHHVN, transfer of projects from the Maritime 

PMU I to Maritime PMU III. 

- 2007 年 12 月 25 日 運輸省公式文書 Letter No.8327/TTr-BGTVT, proposal for approving in 

principle the investment of Lach Huyen Gateway Port Project. 

- 2008 年 1 月 10 日 決定 No.06/2008/QD-TTG, establishing and promulgating regulation on 

operation of Dinh Vu-Cat Hai Economic Zone 

- 2008 年 10 月 31 日 環境省決定 No 2231/QD-BTNMT, approving environmental impact 

assessment of Lach Huyen International Gateway Port Project, Hai Phong. 

- 2008 年 12 月 22 日 運輸省決定 No. 3793/QD-BGTVT, approving Construction Project of Hai 

Phong International Gateway Port (starting phase). 

- 2009 年 3 月 2 日 決定 No.34/2009/QD-TTG, approving the Master Plan on Development of the 

Tonkin Gulf Coastal Economic Belt up to 2020 

- 2009 年 9 月 11 日 ハイフォン市人民委員会決定 No.1808/QD-CT, approving steering 

committee establishment of the city on Hai Phong International Gateway Port Project 

- 2009 年 9 月 16 日 決定 No.1448/QD/TTG, approving adjustment on general plan on developing 

Hai Phong city up to 2025 and vision to 2050 

9.1.3 JBIC 環境社会配慮ガイドラインの確認 

原則として、国際協力機構（JICA）が支援を行う円借款事業に関しては借手国の環境社会配慮に

係る法的枠組みを尊重するとしている。ただし、借手国の法制度・同国で通常一般的に行われて

いる配慮が、同地域や国際的な基準と著しく異なる場合には、JICA は政府開発援助（ODA）供与

相手国に対して、日本政府が求めるレベルの環境社会配慮を要求することがある。本提案事業は

JICA を通して ODA の供与が行われることが想定されるが、環境社会配慮のガイドラインは旧・

国際協力銀行（JBIC）の環境社会配慮ガイドライン（JBIC ガイドライン：2002 年 4 月）が適用さ

れる。2008 年に日本の開発援助機関（JICA/JBIC）の組織再編成があったため本事業は JICA が支

援を行うが、円借款事業に関しては引き続き JBIC 環境社会配慮ガイドラインが適用される。 

 1) JBIC ガイドラインの原則とべ国の環境社会配慮要件 

JBIC ガイドラインの原則と、JBIC ガイドラインとベ国の環境社会配慮に係る制度の詳細の比較は
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Appendix 9-1.に記述した。ベトナムの既存法規制の内容を検討すると、代替案の分析を除いては、

EIA の適用範囲及び要件は JBIC ガイドラインを満たしている。この代替案の分析は、ベトナムに

おいても EIA の承認を得るための必要項目であるため、通常事業性評価報告書では言及されてい

る。しかしその分析は、必ずしも環境に着目した悪影響の回避、最小化、環境社会配慮上の最良

案の選択を目的としている訳ではないため、代替案が JBIC ガイドラインに準拠しない場合は、追

加的な検討が必要となる。以下の表は、JBIC ガイドラインの原則を示したものである。 

表  9.1.2 JBIC ガイドラインの原則 (要約) 

基本事項 JBIC 方針 
a) 対策の検

討 
• 影響の回避、最小化、環境社会配慮上よりよい案を選択するための複数の代替案の

検討(影響の回避を優先的に検討、これが困難な場合に影響の最小化・軽減措置を

検討) 
• フォローアップの計画や体制、そのための費用及びその調達方法の計画 

b) 検討する

影響のスコ

ープ 

• 環境影響(大気、水、土壌、廃棄物、事故、水利用、生態系及び生物相等)、社会影

響(非自発的住民移転、先住民族、文化遺産、景観、ジェンダー、こどもの権利、

感染症)、越境または地球規模の環境問題等の検討 
c) 法令、基

準、計画等と

の整合 

• 国・地域政府の定める環境社会配慮に関する法律・法令・基準の遵守、環境社会配

慮の政策、計画との合致 
• 原則として、政府が法令等で定める自然保護・文化遺産の指定地区の回避 

d) 社会的合

意及び社会

影響 

• プロジェクトが計画されている国、地域における合意調整・形成 
• ステークホルダーとの十分な協議、プロジェクト及びその影響に関する適切な情報

開示、これらの結果をプロジェクト計画・設計へ反映 
• 社会的な弱者(女性、こども、老人、貧困層、少数民族等)に対する適切な配慮 

e) 非自発的

住民移転 
• 非自発的住民移転及び生計手段の喪失の回避、回避が可能でない場合には、  影

響の最小化、損失の補償のための代替案・効果的な対策を追及 
• 影響を受ける人々の損失補償（土地や資産）、持続可能な代替生計手段等の支援代

替的な支援、移転に要する費用等の支援、移転先でのコミュニティ再建のための支

援 
• 補償及び対策の立案、実施、モニタリングにおける、影響を受ける人々やコミュニ

ティの適切な参加 
f) 先住民族 • 先住民族に関する国際的な宣言や条約の考え方に沿った、土地及び資源に関する先

住民族の諸権利の尊重 
• 先住民族の合意 

g) モニタリ

ング 
• プロジェクト進行中のモニタリング項目: (i) 予測が困難であった事態の発生の有

無, (ii) 事前に計画された緩和策の実施状況及び効果等。その結果に基づいた適切

な対策が採られることが望ましい。 
• モニタリング結果を、当該プロジェクトに関わるステークホルダーに公開されるこ

とが望ましい。 
• プロジェクト実施後、環境社会配慮が十分ではない場合は、当該プロジェクトに関

わるステークホルダーが参加して対策を協議・検討するための場を設け、問題解決

に向けた手順が合意されることが望ましい。 

 2) 承認済ラクフェン港 EIA レポート の JBIC ガイドライン準拠状況 

ラクフェンゲートウェイ港建設プロジェクトの承認済 EIA レポートにおける JBIC ガイドライン

準拠状況を確認すると、沿岸の漁業活動に対する対策を除いては、基本的に準拠していると言え

る。沿岸の漁業活動は JICA が 2010 年 4 月に行った事実確認調査でも確認がされているが、現在
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のべ国の補償政策の枠組みでは漁業活動への補償等は定義が無いため、外れる可能性がある。現

在ベ国の枠組みでは、この種の問題への対応は法的な義務付は無い。今後それらの対応が行われ

る場合は、ハイフォン市等の人民委員会が担当当局となり、土地法で規定される各種補償政策に

ならった政策の検討と導入が行われる事が想定される。本提案プロジェクトの場合、港湾開発事

業実施機関（MPMU II：Maritime Project Management Unit II）は政策立案機関ではないものの、 本

プロジェクト実施責任機関として、ハイフォン市、カットハイ郡人民委員会及びその他の関係当

局との協議の下、沿岸漁業活動に係る補償政策を検討することに合意している。 

沿岸の漁業活動への配慮に加え、べ国の土地法で規定される補償範囲に関しても世界銀行（OP 

4.12）の非自発的住民移転政策（JBIC ガイドラインが基本とする補償理念）には、多少差異が見

受けられる。これは「タンブー－ラクフェン道路プロジェクト*」の住居移転行動計画、また世界

銀行の支援の下、現在 MOT で策定中の「北部デルタ地域運輸交通開発プロジェクト**」の住民

移転政策的枠組の中で言及されている。同地域における ODA プロジェクトとの整合性を考慮する

と、本プロジェクトに適用する政策的枠組としては、北部デルタ地域運輸交通開発プロジェクト

の住民移転政策枠組みを採用する事が適当と思われる。 

* Volume-IV: Resettlement Action Plan/ Planning Construction Investment Project, Tan Vu-Lach Huyen 

Highway Project in Hai Phong City, 14 July 2009 prepared by Japan Bridge & Structure Institute, HYDER 

Consulting, and Highway Engineering Consultants Joint Stock Company 

** Project Appraisal Document on a Proposed Credit in the Amount of SDR 104.4 Million To the Social 

Republic of Vietnam for a Northern Delta Transport Development Project, 19 May, 2008, Transport, Energy 

and Mining Unit, Sustainable Development Department, East Asia and Pacific Region, The World Bank 

<http://web.worldbank.org/external/projects/main?pagePK=64283627&piPK=73230&theSitePK=40941&me

nuPK=228424&Projectid=P095129> 

沿岸の漁業活動と非自発的住民移転に関する詳細な検討は、PART-2: 中期開発計画 13 章で行った。

また ODA 事業として推奨される枠組みに関しては、PART-3: 22 章 推奨される環境社会配慮対応

策に記載されている。 

JBIC ガイドラインに対する承認済 EIA と関連資料の準拠状況の概要は以下の通り。 
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表  9.1.3 JBIC ガイドラインに対する承認済 EIA の準拠状況の概要 

基本事項 検討 
a) 対策の検

討 
• ベトナム EIA の検討項目は、JBIC ガイドラインの定義を完全に満たしている訳で

はないが、代替案の分析に関してはラクフェンゲートウェイ港建設プロジェクトの

FS 調査で検討されている（FS 調査別添資料: EIA 申請レポート）。 
• 代替案として、経済、環境、社会の側面から 3 つの候補地が比較検討され、その中

でラクフェンが最適地であるとの結論が出ている。他の 2 つの候補地は 1) ラクフ

ェンの北に位置するクァンニン省、カンファと 2) ラクフェンの南西及びハイフォ

ン南部に位置するドーソンである。カンファに関しては、港湾予定地への水路アク

セスが世界遺産であるハロン湾を横切ることに対する懸念が指摘され、またドーソ

ンは、ビーチリゾートを中核としたエコツーリズム開発への影響が懸念されるとし

て、候補地から外れている。 
• プロジェクトサイトの選定に加え、港湾構造物と施設に対する技術的な検討も行わ

れている。このような技術的検討は、本来環境社会影響の軽減を念頭に行われる訳

ではないが、一般的に、経済的・技術的に最適なオプションは環境的・社会的にも

有益であると言える。 
b) 検討する

影響のスコ

ープ 

• 自然環境に対する潜在的な影響は、広範囲に渡り検討されているが、季節的な情報

に関しては十分ではない。これらの情報は、詳細設計の段階において、実施機関と

オペレータによって追加・モニタリングされ、環境管理計画に明記される。 
• 社会環境に対する潜在的な影響は、上述のように沿岸漁業活動を除いては、既に検

討されている。本調査では、沿岸漁業に対する影響を推定するために 2 度のサンプ

ル調査を行っている。 
• 公共関連施設を追加するという設計変更に伴って、本調査では、カットハイ島での

延長部分（干拓地）における追加的な影響調査を行った。   
c) 法令、基

準、計画等と

の整合 

• 承認済 EIA は、政府の法律・規制・基準に適合している。また、ラクフェン港湾

は、2025 年ハイフォン市開発計画と 2050 年ビジョンにおいて主要プロジェクトと

位置付けられている。 
d) 社会的合

意及び社会

影響 

• 法律で義務付けられているパブリックコンサルテーションと、JICA の要請により

MPMU II が実施した追加的なパブリックヒアリングによって、本提案プロジェク

トは、コミュニティの確かな合意を得ている。2010 年 4 月に行われた追加的パブ

リックヒアリングでは、地元コミュニティの代表より、具体的なプロジェクトのス

ケジュールと沿岸の漁民に対する配慮が要求された。MPMU II は、担当当局との

協力により要求された具体案の提示を約束している。 
e) 非自発的

住民移転 
• 本プロジェクトは、沖合での建設となることから、沿岸漁業活動を除いては、非自

発的住居移転に対する配慮は最低限に留まる。 
• 設計の変更により追加的な埋立てが必要となったが、追加干拓地は非自発的住居移

転を伴わず、一部のコミュニティ保有森林地、墓地、養殖池への影響に留まる。2010
年 4 月末の段階で、詳細な土地収用計画は完成していないが、土地収用の担当当局

であるカットハイ郡人民委員会は、既に移転の必要がある墓の親族と移転に係る基

本的合意を取り付けている。 
• 沿岸漁業活動に対する追加的な補償政策は、2010 年 4 月末の時点で策定中となっ

ている。しかし、MPMU II とハイフォン市人民委員会の、影響を受ける人々への

配慮と意欲的な取組を考慮すると、これらの政策は適切補償を保障するものになる

と考えられる。 
f) 先住民族 • 本プロジェクトには影響はない。 
g) モニタリ

ング 
• モニタリング計画は、ベトナムの既存の法律で厳密に義務付けられており、EIA レ

ポートにも明記されている。これは JBIC ガイドラインに準拠するものと考えられ

る。 
• 環境モニタリングの報告と適切な環境マネージメントの実施は、ベトナムの既存の

法律によって義務付けられている。これはプロジェクト実施後の環境社会配慮を保

障するものである。 
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9.2 自然環境 

ラクフェン港開発プロジェクトの対象地域内及び周辺における自然環境の状況は、主に HYMET

による最終環境アセスメント報告（2008 年）に記載された第 2 章：ベースライン（現状）に基づ

き、以下に記載する。最終環境アセスメントの表題（ラクフェンゲートウェイ港建設プロジェクト）

に示されている通り、アセスメント報告は、ラクフェン港開発プロジェクトの規模が、2010－2015

年のキャパシティ要求と一致していることから、環境省によって承認された（承認番号 No. 

2231/QD-BTNMT、2008 年 10 月 31 日）。 

9.2.1 位置 

ラクフェン港は、ハイフォン市のカットハイ島南東端の沖合拡張として計画されている。計画水

域は、ラクフェン航路の右側であり、カットバ島は航路の左側に位置する。カットバ島の陸上と

沿岸域の西側の大部分（Lan Ha 沖とハロン沖の南側）は保全されたエコツーリズム地域として知

られている（ユネスコ指定カットバ国立公園）。カットバ島東側の Phu Long エリア（Cai Vien フ

ェリーターミナルを含む）は、ベンゴットの既存客船ターミナルの南側に位置する開発計画地域

周辺を含み、ラクフェン航路を挟んでカットハイ島に最も近い地域である。このエリアは水路の

幅が最も狭く、約 1,000m である（カットハイ島とカットバ島の間）。 

このラクフェン航路は、小型船やハイフォン港から公海に向かう大型船にとってのアクセス航路

の一部である。このアクセス航路は水深-7.8m に浚渫されている。 

ラクフェン航路を航行する大型船による輸送活動（沖合交通産業活動）とその西部の大部分が保

護対象地域であるカットバ島付近（カットバ国立公園自然保護地区）は、カットバ国立公園への

明らかな悪影響も見られず、長い期間にわたって共存してきた。 

9.2.2 気象条件 

 1) 気温 

カットハイ島は熱帯風地域に位置する。その気象条件は近隣の本土内陸地域に比べて穏やかであ

る。気温は熱帯地域と同様、非常に高く（>21 度）各月の変化は少ない。年間平均気温は 23 度～

24 度である。年に 2 季あり、気温は 11 度～12 度異なる。 

- 冬季（11 月～3 月）：平均気温は 20 度以下。1 月の気温が最も低く、16 度～17 度で推

移し、最低では 10 度になる。 

- 夏季（4 月～10 月）：平均気温は 25 度。7 月の気温が最も高く、28 度～29 度で推移し、

最高では 32 度～33 度になる。 

 2) 降水量 

冬季と夏季の気温の変化同様、雨季、乾季と呼ばれる降水量の異なる 2 季が存在する。カットハ

イ島の雨季は 5 月から 10 月まで、乾季は 11 月から 4 月までである。この地域における平均降水

量は 1,700～1,800mm であり、その 85～90%は雨季に降る。 
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熱帯台風による集中降雨は、初夏の通常午後に発生しやすい。特に 7 月、8 月は熱帯性の集中降

雨が長引くと洪水になる。集中降雨は夏季の特徴である。 

乾季における降水量は非常に少なく、霧状の雨がたまに降る程度である。カットハイ地区におい

て 0.1mm 以上の雨が降る降雨日数は、年間 113 日であり、1 年間の 31%を占めている。霧雨はベ

トナム北部地域の特徴である。霧雨の日は湿度が非常に高く、約 100%になる。カットハイ地区に

おける霧雨日数は、バイチャイ地区のような本土沿岸部付近に比べて非常に少なく（バイチャイ

地区は年間 24 日）、年間約 11 日であり、2 月、3 月、4 月に集中している。霧雨の量は多くはな

いが、生態系を良い状態で維持するのに非常に貢献している。しかしながら、霧雨は視界不良を

引き起こすため、水路交通に悪影響を及ぼすことがある。 

 3) 湿度と蒸散作用 

カットハイ地区及びバイチャイ地区等の本土周辺地域における最も湿度の高い時期は、2 月から 4

月までであり、湿度は約 85～90%、またはそれ以上で変動する。この地域は国内で最も高湿度な

地域である。年間平均湿度が非常に高いにも関わらず、冬季には急激に下がり、非常に乾燥する。

カットハイ地区では特に、1999 年 12 月に国立公園において最低湿度 16%が記録されている。 

年間平均蒸発量は約 700mm である。乾季には、乾燥や水不足が予測されるほど、蒸発作用は降水

より多い。 

 4) 日射量 

カットハイ地区における日照パターンは、その年間分布が変動するにも関わらず、非常によいと

されている。年間の総日射量は 107～108 kcal/cm2 である。冬の終わりや春の初めの日射量は、夏

季の 40～50%程度である。カットハイ島上の雲は、特に冬季に非常に厚く、かなりの日射量をさ

えぎってしまう。 

カットハイ地区の年間総日照時間は 1,650～1,750 時間であり、バイチャイ地区のような本土内陸

部付近に比べて高い。夏季の月間日照時間は 160～220 時間/月であるが、春の初めには 50～60 時

間/月に下がる。 

 5) 風向・風速 

ベトナムには、冬季に吹く東北の風と、夏季に吹く南西の風という 2 種類の主要な風がある。し

かしながら、位置と地形の特徴のために、卓越風向は変化する。加えて、カットハイ島はカット

バ島の影と言う位置的な特徴により、カットハイ島での夏季の卓越風向は南東か南である。上記

の特徴のほかに、海風は、島の気象条件を決める上で重要な役割を担っている。このことは、既

に気温の節で記されたように、この地域が通常冬に暖かく夏に涼しく、結果として年間を通じて

かなり穏やかな気候である理由となっている。カットハイ島における平均風速は、年間を通じて

安定し 3.0～3.9 m/sec である。カットハイ島における 10～20 m/sec 以上の風により、通常の社会経

済活動に重要な悪影響が生じている。冬季の最大風速は通常、その季節の終わりの東北の風によ

って引き起こされる。夏季の最大風速は通常、雷嵐と熱帯低気圧によって引き起こされる。春と

秋には、最大風速は雷嵐によって引き起こされる。 
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 6) 特異な気象条件 

a) 霧 

霧は、良好で安定的な気候条件を代表するが、交通においては視界を制限し安全性に影響を

与える。バイチャイ地区等本土沿岸部付近で記録された霧の日の日数は、年間 13～30 日であ

る。カットハイ地区における霧は非常にまれで、過去 5 年間で 2 回しか記録されていない。 

b) 暴風雨 

暴風雨は、基本的に 2 つの雲の間、または雲と地上間の電気的な伝達で、雷を伴うことがあ

る。カットハイ地区においては、バイチャイ地区と同じく、年間平均 40～45 日暴風雨が発生

する。最も暴風雨が多い時期は、6 月から 8 月にかけての 3 ヶ月間であり、各月の暴風雨の

日数は 7～9 日である。暴風雨は大量の雲、雨、竜巻を引き起こす。特に建設計画においては、

このことを十分留意しなければならない。 

c) 熱帯低気圧 

熱帯低気圧は、乱気流である嵐と熱帯低圧から成る。これは 3 つの典型的な自然災害を引き

起こす。すなわち、強い竜巻、大量の雨、沿岸部と河川の水位上昇である。熱帯低気圧によ

る影響を最も受ける地域は、北部沿岸部で、その頻度は 0.62 回/100km/年である。カットハイ

島は通常、10 年ごとに 6～11 回もの熱帯低気圧の影響を受ける。熱帯低気圧において記録さ

れた最大風速は、約 40～50m/s である。また、カットハイ島の港湾施設の計画、設計、建設

においては、熱帯低気圧による異常水位上昇を十分考慮する必要がある。 

9.2.3 海象条件 

 1) 潮位 

カットハイ島の潮の干満は日周期である。潮の干満の水位は正弦波の形に従う。満潮の時間は、

干満の時間よりも若干短い。干満差は 2.6～3.6m の幅で変動し、1 ヵ月に 2 つの期間がある。カッ

トハイ島における潮の干満の状況は、Hon Dau 島とほぼ同じである。平均的な月間干満の変動は、

通常 3.5m を超える。Hon Dau 島で観察された水位を以下に示す。 

- 平均水位: 1.9m 

- 最大水位: 4.21m (1985 年 10 月 22 日) 

- 最低水位: -0.07m (1964 年 12 月 21 日) 

- 最大干満振幅: 3.94m (1968 年 12 月 23 日) 

 2) 波浪条件 

高波浪の状態は、通常 5 月と 11 月で、最も波浪条件が厳しくなるのは、7 月と 9 月である（波高

=5.6m） 
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 3) 河川の流れ 

ハイフォン沿岸地域における川の流れは、カム川、バクダン川、チャン川の流れや、潮の干満に

影響を受けるため、非常に複雑である。水位、河床の地形、波、風、そして潮の干満を含む係数

の間には、強い相関がある。バクダン河口とその周辺の沿岸地域における過去の調査と研究によ

れば、冬季の風波が安定している場合は、川の流れは干満と水位差に影響を受ける。 

ナムチュー地区とラクフェン河口において潮が引く際、流速は l m/s にもなる。平均的な流速は

40～60cm/s である。実際には、引き潮時のこのような早い流速は、河床を侵食する。引き潮時の

川の流れは、ラクフェン方向に向かっていることに留意する必要がある。 

9.2.4 カットハイ島とその周辺の環境状況 

 1) 大気質（騒音・振動を含む） 

騒音・振動を含む大気質は、2006 年 5 月にカットハイ 島において、環境影響評価の現況データ

収集の一部として 5 箇所のサンプリング調査により計測された。関係する気象要因（気温、湿度、

風向風速）も同様に計測された。大気サンプリング作業に追加して、騒音・振動計測を行った。

研究室内で計測された大気質パラメータは、CO、NO2、SO2、粉塵（SPM）と鉛である。分析結

果は、予測通り、カットハイ島における大気質は非常にきれいで、騒音・振動の影響も小さく、

大気質に関するベトナムの国内基準（TCVN 5937-2005、TCVN 5949-1999 on noise and TCVN 

6962-2001 on vibration）を満たしていることが確認された。 

カットハイ島は非常に小さく、周辺を海に囲まれ、海陸間の大気の交換が活発な環境であること

に注意が必要である。加えて、現在は、大気汚染や騒音・振動の悪化を引き起こすような大きな

経済産業活動がない。主要な活動地域は、Ninh Tiep 地区のフェリーターミナル周辺と、ベンゴッ

ト地区の旅客ターミナル周辺に限られているが、フェリーや旅客の船舶交通の頻度は非常に低い。 

 2) 土壌の状況 

土壌の状態（地表面）は、2006 年 5 月にカットハイ島において、環境影響評価の現況データ収集

の一部として 5 箇所のサンプリング調査が行われた。土質を含む土壌の状態を評価するために、

以下のパラメータ：土の組成、比重、油と 6 種の重金属(Cu, Pb, Zn, Cd, As, Hg)が計測された。 

土の組成については、粒子径 0.02mm 以上が最も多く、全体の 80%以上を占めている一方、粒子

径 0.002mm以下は全体の 5%以下と最も少ない。よって土壌のタイプは比較的粗いとみなされる。

土質については、対象とした重金属の汚染がなく、ベトナムにおける土質基準（TCVN 7209-2002）

を満たしていると評価され、土質は自然の状態とみなされる。 

 3) 地下水の水質 

カットハイ島（プロジェクトエリア）の公共飲料水供給システムは未整備であり、生活水は水深

3～7m の井戸から得ている。地下水水質は、2006 年 5 月に EIA 調査のデータ収集の一部として 5

箇所で測定された。調査項目は、pH, NO3, Fe, Hg, Pb, Zn, 全大腸菌群及び糞便大腸菌群であり、

全ての物理的、化学的評価項目はベトナム国の環境基準（TCVN 5944-1995）を満足している。し
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かし重要なバクテリア汚染については記述されていない。従って地下水は直接の飲用には適さず、

煮沸後の飲用が必要である。 

 4) 航路部の水質 

沿岸河口部における海水の水質は、2006 年 5 月に EIA 調査のデータ収集の一部としてラクフェン

航路沖合の 5 箇所において測定された。調査地点は、基本的にハイフォン港及びその周辺のため

のアクセス航路（カットハイ島とカットバ島の間に位置する）沿いにあり、港湾開発計画地の沖

合に位置する。採水は表層、中間層、海底の 3水位から行った。調査項目は pH, 水温, 濁度, DO, TSS, 

BOD5, NH3-N, Cl-, F-, fenol, SO4-, CN-, Mn, Fe, As, Cd, Pb, Cr6+, Cr3+, Cu, Zn, Hg, 油及び全大腸菌

群である。結果は極めて良好で、ベトナム国の環境基準（TCVN 5943-1995）に適合している。特

に、港湾で使用する工業用水としては問題ない。この沖合地域（ラクフェン航路）は、港湾水域

ではないがカットバ島周辺に位置している。同島はそのほとんどが国立公園となっている（ラク

フェン航路の対岸にある同島西部沿いにも保全地域が位置している）。沿岸海水の水質はカット

バ国立公園周辺では若干汚染されている。特にアンモニア（NH3N）、鉛、油分により若干水質が

悪化している。ラクフェン航路での油分による海水汚染は本プロジェクトを含む海上交通に直接

関わる課題である。 

 5) 航路部の底質 

2006 年 5 月、EIA 調査のデータ収集の一部として、前述したラクフェン航路沿いの海水サンプリ

ングと同地点で底質測定を行った。調査項目は、重金属 6 項目（Cu, Pb, Zn, Cd, As 及び Hg）並び

に全油分である。 

底質にかかるベトナム国の環境基準がないこともあり、EIA 報告書では分析されていない。世銀

の“Environmental Considerations for Ports and Harbor Developments”（1990）にて参考文献として

挙げられているオランダの底質基準で評価した。結果は、基準内に収まっており、計画地域の底

質は汚染されていないと思われる。 

また、本プロジェクトでの浚渫及び埋立地域の底質は 7 章に示した 80 地点の最新自然条件調査の

一環として測定された。結果は 7 章の 7.3.1 に示している。表  9.2.1 にオランダ基準での評価を示

す。これによると底質は顕著に汚染されておらず、浚渫物は制限のない処分管理に適している。 
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表  9.2.1 ラクフェン港での底質の評価 

統計的関連値 (mg/kg) オランダ基準* (mg/kg) 
パラメータ 

範囲 平均値 中間値 参考値 試験値 シグナル値
備考 

Cu (銅) 5.39~ 
69.09 

22.96 37.23 36 90 400 軽微な汚染 

Pb (鉛) 15.89~ 
95.46 

49.56 55.68 85 530 1000 ごく軽微な汚染 

Zn (亜鉛) 35.69~ 
249.35 

106.41 142.52 140 1000 2500 軽微な汚染 

Cd (カドミ

ウム) 
0.12~ 
1.86 

0.75 0.99 0.8 7.5 30 軽微な汚染 

As (砒素) 0.51~ 
6.38 

1.88 3.45 29 85 150 汚染なし(自然状態) 

Hg (水銀) 0.13~ 
1.47 

0.45 0.80 0.3 1.6 15 軽微な汚染 

Cr (クロミ

ウム) 
19.11~ 
89.31 

52.47 54.21 100 480 1000 汚染なし(自然状態) 

Ni (ニッケ

ル) 
10.00~ 
52.90 

29.03 31.45 35 45 200 多少の軽微な汚染 

総油分 9.98~ 
499.82 

64.57 254.90 50 3000 5000 軽微な汚染 

*出典: Environmental considerations for ports and harbor developments (1990), World Bank technical paper 126 

 参考値: 自然状態での指標値の限度 

 試験値: 汚染許容内の指標値の限度 

 シグナル値: 高汚染レベルの指標値の限度 

 6) 生態系の状況 

プロジェクト計画地近傍のカットバ島周辺は、そのほとんどの西部陸域及び沿岸海洋水域が国立

公園（カットバ島国立公園）となっており、計画地及びその周辺での既存生態系状況の重要性を

示す地点としての項目（1）として記述されている。この調査は、2006 年 5 月に一度だけ実施さ

れた（前述した環境調査も一度だけ実施されたものである）。季節的変動（少なくとも乾季及び

雨季）を考慮していない一度のみの調査では、広範な理解を得るには限界がある。初期的なサン

プリングに加え、入手可能な既存データは EIA レポートの中で計画地及びその周辺での既存航路

の海水及び沿岸湿地（カットバ島 Phu Long 海岸）の生態状況を詳細に記述するために用いられて

いる。 

海洋生態系のための海水及び底質調査は、前述の 4)及び 5)で示した通りラクフェン航路の 5 地点

で実施された。測定した海洋（河口）生態指標は、海水中の植物プランクトン・動物プランクト

ン、及び底質中の底生生物である。カットバ島 Phu Long 地区の湿地生態状況調査は、専ら 2 つの

トランセクト（帯状標本地）の沿岸植物生態に焦点を当てたもので、海藻も含まれている。魚類

のようなより高等海洋生物についての生態的状況は、基本的に二次データが EIA 調査の中に記載

されている。全ての調査結果は、ただ一度のサンプリングであり、また近接する 5 地点のみであ

るが、EIA 調査の中ではラクフェン航路及びその周辺における他の入手可能な既存調査結果を参
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照し、包括的な分析が行われている。 

a) 海水中の植物プランクトン 

植物プランクトンは微細な植物であり、無機物から（光合成によって）有機物を生産する一

次生産者として海洋生態系にとって非常に重要である。また、幼生や幼年期の動物プランク

トンを含む海洋動物の養分として重要な資源でもある。植物プランクトンは単細胞であるが、

互いに連結し、鎖状となる。高い栄養分によって繁茂した場合（その結果として水質汚濁）、

水表面に浮遊する膜組織となり、赤潮になることもある。従って、視覚的に過度の濃縮は水

質の生物学的指標として重要である。 

合計 135 種の植物プランクトンが調査結果を基に示されている。これは、この地域の過去の

調査と一致している。植物プランクトンの過度の集中による水質汚濁が発生していないこと

はラクフェン航路において明らかである。 

b) 海水中の動物プランクトン 

動物プランクトンは、魚類や他の高等海洋動物で構成される多様な動物生態系のための、基

礎的な動物起源の食物資源として、食物連鎖にとって非常に重要である（植物プランクトン

は植物起源の基礎的な食物資源である）。これらは食物連鎖（第 1 次消費者）の基礎的な動

物である。また、植物プランクトンや有機腐植土を消費し、それによって初期食物資源（植

物起源）をより高度な肉の形態（動物起源）に転化させている。その後、エビ、カニ、魚類

等、より高度な類の海洋動物の餌となる。従って、海水環境内での種の特徴を理解するため

に、動物プランクトンの分析は重要である（植物プランクトンと同様）。 

合計 22 種の動物プランクトンが 5 地点で確認されたが、これは同地域での既存調査と比較し

て極めて少ない。バクダン河口を含む既存の調査では合計 61 種確認されている。限られた地

域（基本的にカットハイ島とカットバ島及びその周辺に囲まれたラクフェン航路の狭隘部）

での 1 回のみのサンプリングであったため、少ない確認数になったと思われる。 

c) 河口海底の底生生物 

5 地点で底質調査を実施したが、4 地点のみで底生生物が確認された。確認されなかった地点

は底質が砂質土で構成されていた。EIA 調査では、ラクフェン航路において合計 41 種の底生

生物が確認された。これは広範なバクダン河口地域に生存すると報告されている全底生生物

の 29%である。サンプリング地域が狭かったこと及び 1 度の調査であったことが少ない確認

数となった理由である。 

d) Phu Long 地域の湿地における植生 

ラクフェン地域では、湿地植生はカットバ島の Phu Long 海岸沿いにおいてのみ優勢である。

カットハイ島に生育する湿地植生は既に水産養殖池により消失している（人口生態系への転

化）。Phu Long 海岸では 23 種の植物が調査により確認されているが、ここは泥質粘土の湿

地であった。23 種の内、高度な生態的、経済的価値を有する数種はマングローブ林が繁茂す

る地域でのものである。この生態的に重要なマングローブの種は Avicennia lanata, Excoecaria 
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agallocha, Kandelia candel, Rhizophora stylosa 及び Annona glabra 等である。これらのマングロ

ーブは、魚類やカニといった多様な海洋動物相の産卵場として、また沿岸浸食に対する天然

の障壁として間接的な経済的利益を有することに加え、幹の薪・炭への利用、タンニン抽出

のための樹皮の利用、蜜蜂のための花の利用といった直接的な経済利益も有する。他の植物

種は海浜草類や低木が確認されている。 

e) 魚類 

バクダン河口の出入口は、形態学的変動のある EIA 調査では魚類の調査は実施されていない。

カットハイ市場や Phu Long 市場での漁民や住民に対するインタビューにより既存調査を補

足している。 

Nguyen Nhat Thi（1991）のデータでは、101 種の魚類がバクダン河口及びその周辺で確認さ

れており魚類は豊富である。しかしながら、魚類の走行性から捕獲が限られ、多くの既存調

査では一回に 20 種程度である。バクダン河口での魚類は 2 つのグループに分けられる。 

(1) 河口に生息する魚類：塩分濃度、温度、河口特性の顕著な変動に適応する能力を有する種。

Clupanodon, Thrissa, Coilia, Salanx acuticeps, Glossogobius, Hemiramphus itermedius のような種

はこのグループに属する。 

(2) 産卵期に河口部を産卵場所として利用する沖合に生息する魚類：経済的価値が高く、大型の

種である。漁獲される経済的価値の高い典型的な種は Scoliodon shorhachowah, Sardinella 
jussieu, Harengula nymphaea, Priacanthus tayenus, Caranx malabaricus, Selaroides leptopis, 
Lutianus, erythropterus, Nemipterus japanicus, Pomadaisys hasta, Upeneus moluccens, Rastrelligen 
kanagurta, Scomberomorus commersoni 等である。 

9.3 社会環境 

9.3.1 提案事業周辺の社会環境状況 

ラクフェン港とタンブー-ラクフェン道路プロジェクトにより直接的な影響を受ける可能性のあ

る地域を、地理的・経済的な観点から以下の 6 つの地区に分類した（図  9.3.1 参照）。 

(1) Hoan Chau 地区（カットハイ島南西） 

(2) Nghia Lo 地区（カットハイ島西） 

(3) Van Phong 地区（カットハイ島中央・南） 

(4) Dong Bai 地区（カットハイ島北東） 

(5) カットハイ TT（カットハイ島中心部・南東） 

(6) Phu Long 地区（カットバ島西・新港対岸） 
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図  9.3.1 ラクフェン Gateway Port Project により影響を受けると予測される地域 

本プロジェクト実施により影響を受ける可能性のある地域の社会概況は以下の通り。 

 1) Hoan Chau 地区（カットハイ島） 

Hoan Cahu 地区はカットハイ島の南西に位置する。同地区での主職業は養殖業（180/340 世帯）と、

沿岸漁業（70/340 世帯）であり、他の地区とは異なり、塩田は 5ha と小規模である。当地での雇

用機会は極めて限定的であり、大半の若者は都市で働くために地区を離れるか、主要都市の大学

で勉強を終えた後、島外で職に就くのが一般的である。この地区は港湾及びタンブー-ラクフェン

道路プロジェクトによる物理的な影響はないが、漁民の一部は港湾と防砂堤によって直接影響を

受ける可能性がある。同地区の役人及び人民委員会代表との協議からは、港湾と道路プロジェク

トは、地方政府と住民に充分認知されており、合意を得ていることが確認できた。 
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南部沿岸と養殖池 (右) のコンクリート 

堤防沿いの海藻 

役人へのインタビュー 

 2) Nghia Lo 地区（カットハイ島） 

Nghia Lo 地区 はカットハイ島の西に位置し、ディンブー-カットハイ間を運行するフェリーの発

着港があり、島の西玄関口である。同地区の主な職業は食塩製造と養殖である。当地は、カット

ハイ島の西側玄関口であるが、観光や他のサービス等のビジネス機会は少ない。そのため、他の

地区同様、若者の大半は雇用機会の欠如から、高等教育後は地区を離れる傾向にある。この地区

は港湾プロジェクトによる影響はないが、タンブー-ラクフェン道路プロジェクトによる物理的影

響がある。道路プロジェクトによって影響を受けると予測される人々へのヒアリング結果による

と、港湾・道路プロジェクトは当地でよく認知されており、補償政策により適切な財産・生計に

対する補償がなされれば、実施を支持する意向であることが確認できた。 

フェリーターミナル Nghia Lo の典型的な塩田 

 3) Van Phong 地区（カットハイ島） 

Van Phong 地区はカットハイ島の南に位置する。同地区の主職業は食塩製造と養殖であるが、沿

岸地域の漁民は小型船による沿岸漁業のみで生計を立てている。当地は、他の地区同様、雇用機

会の欠如により若者の大半は高等教育後に地区を離れる傾向にある。この地区は港湾及びタンブ

ー-ラクフェン道路プロジェクトによる物理的な影響はないが、漁民の一部は港湾と防砂堤によっ
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て直接影響を受ける可能性がある。同地区の首席代表へのヒアリング結果から、住民は港湾・道

路の両プロジェクトを歓迎しており、ハイフォン市に留まらず国の経済開発に貢献することを期

待していることが確認できた。 

Van Phong の典型的な塩田 Van Phong 首席代表へのインタビュー 

 4) Dong Bai 地区（カットハイ島）   

Dong Bai 地区はカットハイ島の南東に位置している。同地区の主職業は、食塩製造と養殖業であ

り、沿岸では漁網を使用する沿岸漁業を営んでいる。他の地区同様、当地での雇用機会は限られ

ており食塩、養殖、魚醤油の生産が中心である。この地区は港湾プロジェクトによる影響はない

が、タンブー-ラクフェン道路プロジェクトによる直接的な影響があり、漁民の一部は港湾と防砂

堤によって直接影響を受ける可能性がある。同地区の役人及び移転の可能性のある住民へのヒア

リングによると、住民は、港湾・道路の両プロジェクトを支持しており、プロジェクト実施によ

る生活水準の向上とよりよい雇用機会の創出を期待していることが確認できた。 

沿岸部の漁網 Dong Bai 地区の塩田及び住居 

 5) カットハイ TT（カットハイ島） 

カットハイ TT は本プロジェクトサイトの中央部であり、カットハイ島の南東に位置する。同地

区の主職業は、伝統的な食塩製造、養殖業、沿岸漁業に加え、商業や様々なサービス業も行われ

ている。それでも他の地区と同様に若者の雇用機会は不足している。カットハイ TT は港湾もし
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くはタンブー-ラクフェン道路プロジェクトによる物理的な影響がある。また、漁民の一部は港湾

と防砂堤によって直接影響を受ける可能性がある。さらにカットハイ TT の住民に加え、同地に

はカットハイ島の東側玄関口 Got harbor からの漁業移民が存在し、彼らは季節労働者として沿岸

及び沖合（ハロン湾及びカットバ島南）漁業によって生計を立てている。当地域で沿岸漁業を行

っている漁業移民の一部は、本プロジェクトの実施により直接影響を受けることになる。2010 年

4 月にカットハイ TT にて行われた公聴会と EIA レポートによると、同地区の住民は両プロジェク

トを歓迎しており、より多くのビジネス・雇用機会の創出に期待していることが確認できた。 

沿岸の小型漁船 Got harbor における移民漁船 

 6) Phu Long 地区（カットバ島） 

Phu Long はカットバ島の西に位置し、カットバ島の地区の中で唯一、本プロジェクトの直接影響

を受ける地域である。カットバ島は、ユネスコ世界遺産であるハロン湾の一部であり、域内で最

も有名な島の一つである。しかし、他の観光地や世界遺産付近の島々と比べると、カットバ島の

西岸は非常に静かで、地域住民による伝統的な沿岸漁業、養殖業が中心である。そのため、カッ

トハイ島同様、若者の雇用機会は少なく、大半はカットバ島の中央都市及び主要都市に職を求め

るのが一般的である。この地区は港湾及びタンブー-ラクフェン道路プロジェクトによる物理的な

影響はないが、漁民の一部は港湾と防砂堤によって直接影響を受ける可能性がある。一部の漁民

は、沿岸で漁網を使用していたが、ラクフェン港プロジェクトの準備段階で禁止され、既にカッ

トハイ地区から漁網権に対する補償が行われている。Phu Long の小さな漁港での漁師との協議か

ら、彼らは総じて港湾開発プロジェクトを支持しており、地域経済の発展に興味を示しているこ

とが確認できた。しかしながら、地区内での情報公開が十分でないため、影響を受ける可能性の

ある住民の中にはプロジェクト自体を認知していないものも存在する。 
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Phu Long harbor における沿岸・沖合漁船 Phu Long のメインストリート沿いの住居 

9.3.2 ラクフェン港 EIA 承認後の最新法律情報 

現在有効な法規制の概要は 9.1.2.に記載している。ラクフェン港のEIAは 2008年に承認されたが、

その後の港湾設計変更によりMPMU IIは修正EIA（ADDITIONAL EIA）の実施が求められている。

その場合、修正 EIA と土地収用の準備段階においては、最新の法規制が適用される。社会環境に

関連する法規制の最新版は以下の通り。 

 1) 環境保護法に関連する最新情報 

環境保護法に関連する法律の改正はない。そのため、承認済 EIA と修正 EIA との適合性を検討す

る必要はない。現在、環境省は環境保護法の改正ガイドラインを策定中であるが、その発効日と

施行日の時間差を考慮すると、新ガイドラインは今回の修正 EIA へは適用されない。 

 2) 土地法に関連する最新情報 

土地法に関連する法律改正の内、土地収用計画の準備に係る主要な改正は以下の通り。 

- Decision No. 130/2010/QD-UBND on compensation on support & resettlement policy on Hai 

Phong City（ハイフォン市政令・住民移転に対する補償） 

- Circular No. 14/2009/TT-BTNMT detailing the compensation, support and resettlement and 

order of and procedures for land recovery, allocation and lease（べ国法・土地再利用の手続き、

住民移転に対する補償等） 

- Decree No.69/2009/ND-CP to amend a number of provisions on land use planning land rental 

rates land reclamation and resettlement and compensation（べ国法・土地利用計画、住民移転

に対する補償等の条項の改正） 

ハイフォン市決定 No.130/2010/QD-UBND は、べ国法・Circular No.14/2009/TT-BTNMT で修正され

た土地収用等の国内法に対し、各県及び政令指定都市が地域特性を反映した細則を適用したもの

で、本提案事業の土地収用・住民移転等の拠り所となる政令である。また同法は、最新の規制に

沿って作成されており、土地価格等の地元特有な条件にも言及している。 Circular 

No.14/2009/TT-BTNMT と Decree No.69/2009/ND-CP は、以前の法令の実施・適用向上を目的とし
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て策定された。以前の法令とは、非自発的住民移転の補償政策や、Decree No. 197/2004/ND-CP on 

compensation, support and resettlement when land is recovered by the State（政府による土地回収後の住

民移転・補償）等である。Decree No. 197/2004/ND-CP は現在まだ有効であるものの、これ以降の

法令が、現実的なニーズを満たし、国際基準を念頭に補償内容の向上を目指し、適用条件の特定

や以前の条件の廃止等を定めている。特に、プロジェクトの影響を受ける可能性のある人々の参

加を強化している。例えば、公聴会と公共の意見を反映した住民移転計画の改善に関して、Decree 

No.69/2009/ND-CP ではその実施を義務付けているのに対して、Decree No.197/2004/ND-CP では告

知を義務付けるに留まっている。 

このように、ベトナムにおける法改正の取組は行われているが、世界銀行の非自発的住民移転政

策（WB OP4.12）を参考にした JBIC 基準と比較すると、まだその補償対象の資格要件と補償内容

には差がある。Decree No. 197/2004/ND-CP の Article 1 に記載されているように、ベトナムの補償

政策がドナーのものと異なる場合で、ベトナム政府が合意する場合には、ドナーの政策が採用さ

れる。本プロジェクトでは、JBIC ガイドライン／WB OP4.12 が適用されると考えられる。これは、

9.1.3 の 2) 承認済ラクフェン港 EIA の JBIC ガイドライン準拠状況、で述べた通り、北部デルタ

地域運輸交通開発プロジェクトの補償政策は、WB OP4.12 を採用しているため、同地域・同時期

の ODA プロジェクトとしての整合性を考慮すると、JBIC ガイドライン／WB OP4.12 を採用する

のが適切である。 

9.3.3 JBIC ガイドラインチェックリストと社会環境影響の確認 

承認済 EIA のレビュー結果の概要と JBIC ガイドラインチェックリストは以下の通り。 

1. 許可と説明責任 

(1) 地域に対する説明責任 

- プロジェクトとその影響に係る適切な説明及び社会的合意 

プロジェクトの影響を受ける可能性のある人々（PAP）に対して、地方当局及び PAP コ

ミュニティ（fatherland front committee）による、適切な説明と意見収集が行われた。さ

らに、法律で規定されているパブリックコンサルテーションに加え、実施責任機関であ

る MPMU II は、2010 年 4 月時点で、PAP のプロジェクトに対する理解向上と、プロジ

ェクトへの積極的な参加の促進を目的として、追加的なパブリックコンサルテーション

を実施した。パブリックヒアリングの記録は Appendix 9-2 参照のこと。 

- 地域・規制当局によるコメントへの適切な回答 

地元コミュニティ及び地方当局からのコメントは、承認済 EIA に記録されており、規制

当局のコメントはEIA承認証に記載されている。これらの結果より、本プロジェクトは、

基本的にコミュニティから強く支持されていることが確認できる。2010 年 4 月のパブリ

ックヒアリングでは、カットハイ TT の代表によりプロジェクトの具体的スケジュール

と沿岸漁業に対する配慮が要求された。それに対し、MPMU II は具体的なスケジュール

を出来る限り早く提示するとともに、担当当局と協力して影響を受ける漁民に対する配

慮を検討することを約束している。 
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4. 社会環境 

 (1) 住民移転 

- 非自発的住民移転の可能性、影響の最小化・軽減措置に対する取組 

本プロジェクトでは非自発的住民移転の必要はない。しかし、港湾設計の変更に伴い、

公共関連施設のための追加的な土地収用対象地として、墓地、養殖池、コミュニティ森

林地が挙げられている。 

- 影響を受ける人々に対する移転・補償に関する適切な説明 

既存の法律と関連規制により、住民移転と土地収用の管轄当局に規定されているハイフ

ォン市、カットハイ群、そして地区の担当当局は、既にプロジェクトにより移転が必要

となる養殖池の保有者と墓地の親族から、プロジェクトの実施とそれに伴う移転先に関

する基本合意を得ている。 

- 移転に係る社会経済分析に基づいた適切な住民移転計画（生計手段及び生活水準回復の

補償を含む） 

当初の港湾開発プロジェクト調査は、公共施設用地の土地収用を必要としていなかった

ため、住民移転計画は承認済 EIA には盛り込まれていない。しかし、現行のプロジェク

トでは、公共施設を追加する設計変更によって、一部の私有地まで範囲が拡張された。

それに伴い、カットハイ群の関連当局と MPMU II は、住民移転計画と土地収用計画を策

定している。これは、生計手段の補償と生活水準の回復を保障する目的で法律と関連規

制により義務付けられている。 

- 住民移転計画における社会的弱者（女性、こども、老人、貧困層、少数民族、先住民等）

に対する配慮 

プロジェクト影響地域には、社会的弱者は存在しない。ただ、カットハイ群外部からの

漁業移民と船上生活者に対しては特別な配慮が必要であると考えられる。現在、担当当

局と MPMU II は沿岸漁業活動の補償政策を策定しており、上述のような漁民は保護・補

償の対象となると考えられる。 

- 影響を受ける人々の住民移転前の合意取付 

詳細な条件に関しては、詳細設計段階で決定されることになるが、地方当局との初期コ

ンサルテーションにより PAP との基本合意は確認済みである。 

- 適切な住民移転の実施計画、実施能力、財源確保に関する枠組み 

ハイフォン市人民委員会は、住民移転・土地収用を実施する権限を持ち、同地域の様々

な住民移転の経験から実行能力は持ち合わせていると言える。財源に関しては、プロジ

ェクト実施機関の所管省庁である運輸省から手当される。 

 



ベトナム国 ラクフェン港開発事業準備調査（その２） 
- 最終報告書, 第 1 編 - 

 9-23

- 住民移転の影響に対するモニタリング計画の策定 

モニタリング計画の策定は法律により義務付けられており、2010 年 4 月末時点で策定中

である土地収用計画に含まれることとなる。 

 (2) 生活・生計手段 

- 住民の生活状況に対する悪影響の可能性と影響を低減させる適切な対策の検討 

プロジェクトの実施に伴い、同地域とその周辺でのビジネス活動は増大すると考えられ

ることから、食材及び他の商品等の価格は全般的に高騰すると予測される。この価格高

騰に対する地元住民の対応策として、初期段階では移民労働者と地域住民の生活地域を

分け同地域での急激な変化を緩和し、地域住民の所得向上に伴ない徐々に統合していく

様な配慮が望まれる。 

- 周辺地での水資源利用の変化（漁業、レクリエーション等使用）が住民の生活に悪影響

を与える可能性 

本プロジェクトは沿岸漁業地域の一部を使用することになる。これにより影響を受ける

漁民への配慮は、小規模であるために初期調査では対象外としていたが、本調査では調

査対象としている。沿岸漁業調査の結果は 9.3.4 提案プロジェクトサイト周辺の漁業活

動に記載されている。ハイフォン市当局と MPMU II は 2010 年 4 月末の時点で既に、こ

のような漁業活動に対する補償政策を策定中である。 

- プロジェクト周辺地における現行の水上交通と道路交通に悪影響を与える可能性 

防砂堤（全長 7,600m）は、カットハイ-カットバ間を往来する小規模の輸送船及び漁船

の運行を妨げる可能性がある。しかしながら、交通量はカットハイ島の God port とカッ

トバ島までの既存の水上交通と道路交通に自然に取り込まれると考えられ、影響は最小

限に留まる。 

- 移民労働者の受け入れに伴う HIV/AIDS 等の伝染病を含む病気の発生可能性と公共衛生

に対する配慮 

建設・運営の段階において、大量の建設労働者と港湾労働者が流入することにより、

HIV/AIDS 等の伝染病がコミュニティに持ち込まれる可能性がある。その対策として、

関連当局は、地元コミュニティ、プロジェクト請負業者及び運営業者との協力の下、労

働者だけでなく地元コミュニティに対しても啓蒙教育及び予防対策を提供するとしてい

る。さらに、建設労働者の仮居住区を設置する等の移民労働者と地元住民の居住区を物

理的に分離する方法が承認済 EIA の中で提案されている。詳細な対策については、詳細

設計段階で提案される。 
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(3) 遺跡 

- 考古学的、歴史的、文化的、宗教的遺跡に損害を与える可能性と、遺跡の保護に関する

国の法律に従った適切な対策 

提案プロジェクトサイトに遺跡は存在しない。 

 (4) 景観 

- 地元の景観への悪影響と必要な対策 

沖合埋立地は、地元コミュニティの景観を大きく変化させることになるが、これは景観

を損なうものではなく、ハイフォン市開発マスタープランの中で、現代的な開発地域の

象徴と捉えられていることからも、よりよい都市景観を作り出すものとされている。 

 (5) 少数民族・先住民 

- 少数民族・先住民の権利に関する政府の法律の遵守 

プロジェクト地域に該当する人々は存在しないが、必要となれば少数民族保護に努める。 

- 少数民族・先住民の文化、生活習慣への影響を軽減する対策 

プロジェクト地域に該当する人々は存在しない。 

5. その他 

 (1) 建設期間の影響 

- 建設期間の影響（騒音、振動、水質汚濁、塵、廃棄ガス、廃棄物）に対する適切な対策 

必要な緩和策は EIA レポートで検討されている。請負業者は、建設工事に於いて EHS

（環境、健康、安全）規定に従い、EHS マネージメントモニタリングの計画を策定し、

実施しなければならない。 

- 自然環境（生態系）への影響を軽減するための適切な対策の検討 

請負業者により、べ国法令に従った検討及び環境モニタリングにより悪影響は監視され、

緩和策が取られる予定である。 

- 社会環境への影響を軽減するための適切な対策の検討 

建設期間中、特に地元・移民労働者コミュニティに対する悪影響を回避すべく適切な対

策を講じる必要がある。当局は、移民労働者のための仮居住区設置の提案と、地元住民

と移民労働者との親交を深めるための協議や祭典等の機会提供を提案している。 

- プロジェクト関係者と必要であれば労働者に対する、健康及び安全教育（交通安全、公

共衛生等）の提供 

EHS マネージメントモニタリングは、関係当局の監督の下、建設請負業者によって実施

される。 
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9.3.4 提案プロジェクトサイト周辺の漁業活動 

既存資料のレビューの一環として、本調査団専門家は、HYMENET（ラクフェンゲートウェイ港

建設プロジェクトの EIA コンサルタント）と協議を行い、提案プロジェクトサイトにおける漁業

活動の現状把握のためサンプル調査を実施した。HYMENET と調査団専門家（自然環境・社会環

境）は、2009 年 11 月 24～27 日と 2010 年 3 月 30 日～4 月 2 日の 2 度に亘る現地踏査を行った（表 

 9.3.1 参照）。 

表  9.3.1 協議を行ったステークホルダーと現地調査の一覧 

24 Nov. ハイフォン Planning Institute of Haiphong（ハイフォン市計画公社） 
Institute of Marine Environment and Resources（ハイフォン市海洋環境研

究所） 
25 Nov. タンブー, ディン

ブー 
Nam Hai Commune Authority（コミューン政府代表） 
Dong Hai II Commune Authority（コミューン政府代表） 
Border Guard Post at Dong Hai II（国境警備官） 
A Fisherman at Nam Hai（漁師 1 名） 
Four Fisherman off shore south of DinhVu around proposed alignment area
（漁師 4 名） 

26 Nov. カットバ/カット

ハイ 
Division for Agriculture and Rural Development, カットハイ District 
A Fisherman at Phu Long, カットバ（漁師 1 名） 
Four Fisherman at TT カットハイ in the harbor, カットハイ（漁師 4 名）

27 Nov. カットハイ Hoang Chau Commune Authority, カットハイ（コミューン政府代表） 
Van Phong Commune Authority, カットハイ（コミューン政府代表） 

30 Mar. ハイフォン Department of Agriculture and Rural Development, Haiphong City（ハイフ

ォン市・農業地方開発局代表） 
Department of Land Management, Haiphong City（ハイフォン市・土地管

理局代表） 
31 Mar. ハイフォン Department of natural Resources and Environment (DONRE) （ハイフォン

市・環境局代表） 
Department of transport, Haiphong city（ハイフォン市・交通局代表） 
Transport and Tourism Joint Stock Company（民間・フェリー事業者代表）

Field survey (Tan-vu/Dinh-vu)（現地踏査） 
1 Apr. カットバ/カットハ

イ 
Division for Agriculture and Rural Development of カットハイ District（ハ

イフォン市・農業地方開発局代表） 
Field survey (カットバ & カットハイ)（現地調査） 

2 Apr. カットハイ Field survey（現地調査） 

 1) 地方当局とのヒアリング概要 

a) ハイフォン市農業・農村開発局 

- 現ハイフォン 養殖面積の合計 13,500 ha、内: 

淡水養殖生産:  5,000ha; 

汽水養殖生産:  8,500ha; 

海水養殖生産量:  300ha; 

- 加えて 

住居兼漁船 570 と浮沈型網生け簀 11,500 が養殖生産に使用; 

軟体類魚介生産場所 70。 
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- 養殖生産量の合計 45,600 トン、内: 

淡水養殖生産量:  21,200 トン 

汽水・海水生産量:  24,400 トン 

- 主要地区の養殖生産量: 

カットハイ地区:  6,500 トン/年 

Hai An 地区:   4,100 トン/年 

Thuy Nguyen 地区:  3,392 トン/年 

Duong Kinh 地区:  1,000 トン/年 

Do Son 地区:   2,050 トン/年 

Kien Thuy 地区:  1,900 トン/年 

 

- 漁船数: 4,090、内: 

エンジン出力 20 馬力（HP）未満:  2,850; 

エンジン出力 20 - 50 HP:    517; 

エンジン出力 50 - 90 HP:    390; 

エンジン出力 90 - 150 HP:    234; 

エンジン出力 150 - 250 HP:     83.  

 

- 主要な漁業区: 

Zone 1:  

Ba Lat Estuary- ドーソン区間: この区域では繁殖期 5-7 月の漁は禁止されている。 

Zone 2: 

カットバ-Long Chau 島区間（zero point 周辺） 

Zone 3: 

Bach Long Vi 島周辺: この区域はベトナム北部で最も漁獲量の多い地域である。 

 

- 漁期 

年間の漁期は 2 期である。 

1 期目は 11 月から翌年 4 月まで。この時期は主に沖合漁が行われ、代表的な水産製品

は遊泳魚である。 

2 期目は 4 月から 11 月となる。 

 

- 漁期間 

以前は燃油量の制限から長期の漁は難しく通常は 1 日で行われていた。現在は沖合で

の給油サービスが比較的充実しており、数日から数カ月間に渡って漁が行われている。

海上では、漁穫した水産製品と燃油やその他の必要品（水、食糧等）が適正な価格で

取引されている。 
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b) カットハイ地区農業・農村開発部 

- ラクフェン港プロジェクトのための海岸の確保と補償: 沿岸地域は 2002年の時点で既に

定置網に対する補償が行われている。 

- 漁網の移転を求められた定置網の保有者は、各々500 万 VND の補償を受けている。 

- プロジェクトにより影響を受ける人々の移転先: Tien Hai, Cai Vieng II, Phu Long 地区 

- 沿岸漁業活動の例外: 伝統的な漁業活動が行われている Dong Bai 地区東部の沿岸と Phu 

Long 地区の一部では、未だ土地回収が行われていない。これらの地域での定置網漁の禁

止は実際にプロジェクトが始まる段階で実施されると思われる。 

- 法的処置: 漁業法（1995?）Decree 128 on administrative fine on aquaculture（養殖に関する

過料） 

- 漁法の制限: 仕掛け漁は生物資源保護の規定により制限されている。沿岸での実施は

2002 年に禁止されている。 

- 仕掛け漁に必要な許可の一覧: 2002 年の禁止後もカットハイ地区の農業・農村開発部は

漁域保有者と許可されている地域の特定を続けている。許可保有者の一覧は既に公開さ

れている。 

- 塩の生産地域:   カットハイ地区の 100ha 超の地域 

- 塩の生産量:   10,000 t/年 

- 塩の販売価格:   1,000 VND/kg 

- 養殖地域:   カットハイ地区 の 500ha 超の地域 

- 養殖からの平均収入:  3,000 万 VND/ha-年 

- 養殖池のリース価格:  100-150 万 VND/ha-年 

沿岸の仕掛け網 カットバ の養殖池 

c) Nam Hai 地区当局 

- 管轄地域: 4,000 ha 

- 人口: 10,000 
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- 平均収入レベル: 600,000 VND/人-年 

d) Nam Hai の漁師 

- 漁民の出身地: クァンニン省とハイフォン市の Thuy Nguyen 地区 

- 漁業活動・漁船の数: TT カットハイ harbor には約 50 隻の漁船がある。その大半は、ク

ァンニン省とハイフォン市の Thuy Nguyen 地区の漁船である。 

- 漁獲海域: ZERO-LINE、海岸線から約 18 マイルの Bac Bo 湾内 

- カットハイ漁民の漁獲海域: 海岸線付近のみ 

- 一次水産品: 仕掛け漁によるエビ、小魚、タコ 

- 平均純収入/月-boat: 500-700 万 VND/月-boat 漁師 2 人を含み、燃料と他の漁業関連費用

を除く 

- 船の価格: 新しい漁船当たり 2 億 VND 

- 懸念事項: 水質の悪化、漁船の増加、仕掛け漁法の改善を理由に、近年の漁獲量は過去

と比べ 30%に低下している。 

- 別の雇用機会に対する期待: 現在は漁業に関するスキルしかないため、想像出来ない。 

- 港湾開発計画に対する意見：賛否特に意見は無いが、実施スケジュール・実施エリアに

興味を示している。 

Nam Hai の漁港 Nam Hai 漁師へのインタビュー 

e) Dinh Vu 南部周辺のプロジェクト設計予定地域の漁師 4 名 

- 漁民の出身地: Nam Hai 

- 漁業地域: 仕掛け漁が行われている沿岸地域、ZERO-LINE 

- 一次水産品: 仕掛け漁によるエビ、小魚、タコ 

- 販売価格:  エビ:  18,000 VND/kg 

  小魚: 10,000 VND/kg 

  タコ: 100,000 VND/kg 
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- 平均純収入/月-boat: 600-700 万 VND/月-boat（漁師 2 人を含み、燃料と他の漁業関連費用

を除く） 

- 懸念事項: 沿岸開発に伴い、近年の漁獲量は過去と比べ 30-40％に低下している。 

- 港湾開発計画に対する意見：賛否特に意見は無いが、根本的に事業に対する情報が不足

している。 

Dinh Vu 沖合の伝統的な漁網 沿岸地域の漁獲量 

f) カットバ島、Phu Long の漁師 

- 漁民の出身地: Phu Long 

- 漁業地域: Bac Bo 湾の沿岸地域 

- 一次水産品: 仕掛け漁によるエビ、小魚、タコ 

- 平均純収入/月-boat: 1,000 万 VND/月-boat （漁師 2 人を含み、燃料と他の漁業関連費用を

除く） 

- 港湾開発計画に対する意見：どちらかと言えば賛成で、事業による経済効果を期待する。

但し現在は新聞ラジオ等の媒体を通じた限定された情報しか得られていない。 

カットバ島、Phu Long の漁港 沿岸地域の鮮魚 
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g) TT カットハイ湾の漁師 4 名 

- 漁民の出身地: クァンニン省とハイフォン市の Thuy Nguyen 地区 

- 漁業活動・漁船数: TT カットハイ湾には約 50 隻の漁船がある。その大半は、クァンニ

ン省とハイフォン市の Thuy Nguyen 地区の漁船である。  

- 漁獲海域: ZERO-LINE、海岸線から約 18 マイルの Bac Bo 湾内  

- カットハイ漁民の漁獲海域: 海岸線付近のみ 

- 一次水産品: 漁捕によるエビ、小魚、タコ 

- 平均純収入/月-boat: 500-700 万 VND/月-boat（漁師 2 人を含み、燃料と他の漁業関連費用

を除く） 

- 船の価格: 新しい漁船当たり 2 億 VND 

- 懸念事項: 水質の悪化、漁船の増加、仕掛け漁法の改善を理由に、近年の漁獲量は過去

と比べ 30%に低下している。 

- 別の雇用機会に対する期待: 現在は漁業に関するスキルしかないため、想像できない。 

- 港湾開発計画に対する意見：賛否特に意見は無いが、教育や漁業を除く職業経験の不足

から、期待される新しい雇用へ適応出来ないことへの不安がある。 

仕掛け網を積んだ漁船 (手前) と 

沿岸漁船 (後部左手) 

漁民へのインタビュー 
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10. タンブー－ラクフェン道路に係る既存調査のレビュー 

10.1 はじめに 

現在、ベトナム北部地域には、多数の外国企業が進出しており、同地域の経済発展に貢献してい

る。これら外国企業の活動を支える主要港として、ハイフォン港とカイラン港があるが、2020 年

には、貨物が 1 億 1000 万～3000 万トンに達することが予想されており、全ての貨物を両港のみ

で取り扱うことは困難となっている。しかしながら、両港の拡張は、技術的・社会的に困難な状

況となっているため、同地域の貨物取扱能力を増加させることを目的として、ラクフェン港の開

発が計画された。 

ラクフェン港は、ハイフォン市市街地の東部、約 16km に位置するカットハイ島に建設されるた

め、ハイフォン市市街地とラクフェン港を接続する道路・橋梁（以下、タンブー－ラクフェン道

路）の建設が必要となる。 

現在までに、タンブー－ラクフェン道路に係る調査として、3 つの調査が実施済みである。本調

査においては、それら調査のレビューを行うと共に、今後実施される調査（F/S、D/D）に向けて

の提案も行う。 

本調査におけるレビューの目的は、以下の通りである。 

- 既存調査は、本プロジェクトが BOT で実施されることを前提に行われているため、ODA

プロジェクトとしての更新が必要となる。 

- タンブー－ラクフェン道路は、ラクフェン港と同時期に供用を開始しなければならない

が、既存調査ではラクフェン港の開港に間に合わない計画となっている。よって、建設

期間の短縮を検討しなければならない。 

タンブー－ラクフェン道路の位置図を図  10.1.1 に示す。 

Tan Vu – Lach Huyen Highway 

Beginning Point 
(Tan Vu IC) 

  

End Point 
(Lach Huyen Port) 

L = 15.9 km 

 
出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.1.1 Location Map 
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10.2 関連調査の概要 

10.2.1 Hai Phong - Lach Huyen Gateway Port Construction Investment Project（VINAMARINE 調

査） 

ラクフェンゲートウェイ港に係る F/S が、2006 年、Vietnam Maritime Bureau（VINAMARINE）に

よって実施された。当該調査においては、タンブー－ラクフェン道路に関して、以下の提案がな

された。 

- ラクフェンゲートウェイ港へのアクセスとして、ハイフォン方向及びクアンニン方向の

2 路線が整備される。 

- 2020 年までに、ハイフォン方向へ 6 車線の道路（鉄道を整備しない）または、4 車線の

道路（並行して鉄道の整備を行う）が必要となる。 

- 2020 年以降、ハイフォン方向へ 6 車線の道路および鉄道の整備が必要となる。 

- 北部工業地域が整備された場合、2020 年までに、クアンニン方向へ 2 車線の道路が必要

となる。 

- 2020 年以降、クアンニン方向へ 6 車線の道路が必要となる。 

- ハイフォン方向へのアクセス道路において、1,140m（40m+260m+540m+260m+40m）の

斜張橋を建設する。 

10.2.2 Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai 

Phong City（VIDIFI 調査） 

2007 年 4 月、ベトナム政府は BOT 事業としてタンブー－ラクフェン道路の開発を承認し、ベト

ナム開発銀行（VBD）を当該プロジェクトの実施機関として任命した。 

EIA及びRAPを含むF/Sが、当該BOT事業の投資会社であるVietnam Infrastructure Development and 

Finance Investment, JSC（VIDIFI, JSC）により実施され、最終報告書が MOT に提出された。しか

し、現在までに承認は得られていない。 

当該調査においては、横断構成、線形、橋梁延長、橋梁形式、ディンブーにおける交差点計画等

を含む設計が実施され、ハイフォン市との協議を通し承認を得ている。 

しかし、2009 年 12 月、首相はタンブー－ラクフェン道路開発プロジェクトを、VBD から MOT

に移譲することを決定した。よって、本プロジェクトは、BOT ではなく、日本の ODA で実施さ

れることとなった。 

10.2.3 Port Capacity Reinforcement Plan in Northern Vietnam（MOT 調査） 

2009 年、上記 VINAMARINE 調査及び VIDIFI 調査のレビューを目的として、MOT により実施さ

れた。 

調査においては、ハイフォン港、ディンブー港、ホンガイ港開発に係るレビューの他、カットハ

イ橋を含むタンブー－ラクフェン道路開発のレビューも行われた。 
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タンブー－ラクフェン道路については、上記 2 つの調査で提案された計画の他、道路線形、橋梁

延長、橋梁タイプ、交差点計画等の観点から、新たな代替案の提案がなされた。 

最終報告書は、2009 年 9 月に提出され、MOT により承認された。 

10.3 関連調査の調査結果 

VIDIFI 調査及び MOT 調査における調査結果を表  10.3.1 に示す。 

表  10.3.1 関連調査の調査結果 

項目 VIDIFI 調査 (2009 年 7 月) MOT 調査 (2009 年 9 月) 

建設期間 36 ヶ月 30 ヶ月 

交通需要予測 2016 年：4 車線 
2022 年：6 車線（鉄道整備無）、 4

車線（鉄道整備有） 

6 車線 

道路線形 ハイフォン市マスタープランに準拠 住宅地を避ける線形とし、ハイフォ

ン市マスタープランとは別ルート 

ラクフェン港への接続 VINAMARINE 調査で提案された港

湾位置に準拠 
2 つの代替案を提案 

DVIZ 計画との整合性 2 つのフライオーバーを計画 交差点計画はなされていない 

軟弱地盤対策 サンドドレーンおよび置換工法を提案 

橋梁延長 L=5.44 km L=1.78 km 

航路条件 W 100 m  H 12 m  2 
対象船舶：1000DWT 

W 80 m  H 12 m  2 
対象船舶：1000DWT 以下 

橋梁形式 
主橋梁 

 
PC 箱桁橋＋V 型橋脚 
1 ボックス一体断面 
最大支間長：150m 

 
PC 箱桁橋 
2 ボックス分離断面 
最大支間長：90m 

取付橋梁 PC スーパーティー桁橋 
支間長：40m 

基礎形式 
主橋梁 

 
現場打コンクリート杭（φ1200） 

取付橋梁 現場打コンクリート杭（φ1200） 

施工方法 築堤によるオープン掘削  

建設費 290 億円 230 億円 

社会環境 
住民移転 

 
カットハイ島において 331 戸 

 
カットハイ島において 19 戸 

漁民 わずかな影響のみ 追加調査を提案 

不発弾   

自然環境 EIA は実施済みだが、MONRE の承認

は得られていない 
 

 



ベトナム国 ラクフェン港開発事業準備調査（その２） 
- 最終報告書, 第 1 編 - 

 10-4

10.4 関連調査のレビュー及び提案 

10.4.1 事業実施スケジュール 

VIDIFI 調査において、タンブー－ラクフェン道路の建設期間は 36 ヶ月と見積もられた。また、

プロジェクトを、土工区間 1（ディンブーエリア）、橋梁区間、土工区間 2（カットハイエリア）

の 3 つのパッケージに分け、それぞれの建設期間を、33 ヶ月、36 ヶ月、22 ヶ月としている。 

一方、MOT 調査では、主橋梁の延長を 5.44km から 1.78km に縮小することにより、建設期間を

30 ヶ月に縮小可能としている。 

タンブー－ラクフェン道路は、ラクフェンポートの開港にあわせて、2015 年 1 月の開通を予定し

ている。本スケジュールを満足させるためには、更なる工期短縮を検討しなければならない。 

想定される事業実施スケジュール（案）を表  10.4.1 に示す。 

表  10.4.1 事業実施スケジュール（案） 

 
 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

1 F/S Stage Saprof 6 L/A

Procurment 2

Detail Design 12

Tender Document 3

Procurment 12

Land Aquision 12

Resettlement 12

Construction 30

Item Month
2010 2014 20152011 2012 2013

D/D Stage

Construction
Stage

2

3

 
出典: Study Team 

10.4.2 交通需要予測 

VIDIFI 調査において、交通需要予測が行われており、始点～ディンブー島、ディンブー島～終点

における 2 断面の交通量が推計されている。表  10.4.2 に各年次における交通量及び必要車線数を

示す。 

表  10.4.2 VIDIFI 調査における交通需要予測及び必要車線数 

年 
2015 2022 2032 

区間 ピーク 方向 
交通量 

必要 
車線数 

交通量 
必要 

車線数 
交通量 

必要 
車線数 

始点へ 2,272 2 4,242 3 5,195 3 始点～ 
ディン

ブー島 
AM 

始点から 1,304 2 2,751 3 3,949 3 

終点から 1,680 2 3,143 3 3,459 3 ディン

ブー島 
～始点 

AM 
終点へ 583 2 1,450 3 1,826 3 

出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 
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以下に示す調査を、今後の調査で実施するべきであると提案する。 

 1) 各交差点における交通需要予測 

VIDIFI 調査では、ディンブー島に 2 つのフライオーバーを提案している。しかし、フライオーバ

ーの設置は、交差点解析に基づいて決定されたものではなく、その必要性は確認されていない。 

今後の調査においては、タンブー－ラクフェン道路だけではなく、交差道路の交通需要予測を行

い、各交差点の容量解析を実施し、平面交差点、立体交差点、インターチェンジ等から、交差点

形状を検討するべきである。 

 TanVu Area Dinh Vu Area Cat Hai Area 

Tan Vu IC Intersection Intersection Intersection  
出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.1 ディンブー島における交差点位置 

 2) 有料または無料道路 

タンブー－ラクフェン道路は、BOT で実施される予定であったため、有料道路として計画された。

よって、交通需要予測は、有料道路を前提に実施されたものと考えられる。 

しかし、本プロジェクトの実施機関は MOT に移譲され、日本の ODA で実施される予定であるこ

とから、無料道路として整備される可能性が高い。 

今後の調査においては、有料及び無料それぞれのケースについて交通需要予測を行い、また、有

料道路の場合の料金徴収システムについても検討するべきである。 

 3) 鉄道計画 

ハイフォン市マスタープランにおいて、ハノイ－ハイフォン鉄道はラクフェン港まで延伸される

計画となっている。また、図  10.4.2 に示すとおり、鉄道の延伸は、タンブー－ラクフェン道路に

並行して行われる。 
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今後の調査において、各年次における交通需要予測を実施するにあたっては、鉄道整備スケジュ

ールを確認すると共に、道路及び鉄道の交通モード間の割りあても考慮しなければならない。 

 

         Railway 

 
出典: Hai Phong City Master Plan 

図  10.4.2 鉄道計画 

10.4.3 道路線形 

VIDIFI 調査において、タンブー－ラクフェン道路の線形が提案され、ハイフォン市により承認さ

れた。同線形は、ハイフォン市マスタープランに準拠している（図  10.4.3 参照）。 

ハイフォン市マスタープランによると、カットハイ島は将来、全島を港湾関連施設として利用す

ることになっている。よって、VIDIFI 調査においては、用地取得・住民移転を考慮せずに線形を

決定しており、タンブー－ラクフェン道路の整備によって、多数の住民移転が発生する計画とな

っている。 

図  10.4.3 において、カットハイ島は紫色、青色、緑色に分類されており、それぞれ、港湾施設、

港湾関係駐車帯、緑地帯を意味する。 

 

         Tan Vu – Lach Huyen Highway 
 

出典: Hai Phong City Master Plan 

図  10.4.3 ハイフォン市マスタープラン 
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一方、MOT 調査においては、住民移転数を減少させるため、S 字カーブを含む他の線形案を提案

している。同線形は、ハイフォン市マスタープランに準拠しておらず、ハイフォン市による承認

は得られていない。 

今後の調査においては、以下の検討を実施するべきであると提案する。 

- VIDIFI 調査によると、カットハイ島における用地取得・住民移転は、タンブー－ラクフ

ェン道路の施工開始までに完了する予定としているが、さらに詳細な実施スケジュール

を確認する必要がある。 

- 将来土地利用計画を考慮した道路線形を計画するべきである。 

- 用地取得・住民移転の問題は、プロジェクトの実施スケジュールに大きな影響を及ぼす

ことから、用地取得範囲・住民移転数は、可能な限り減少させることが望ましい。 

- タンブー－ラクフェン道路は、ハノイ－ハイフォン高速道路に接続される予定である。

当該高速道の整備は 2015 年までに完成する予定であるが、既に遅れが生じており、予定

通り完成しない可能性が高いため、代替接続道路案も検討するべきである。 

図  10.4.4 に、VIDIFI 調査による道路線形、MOT 調査による道路線形、本調査において検討され

た道路線形（SAPROF による線形）を示す。 

SAPROF による線形は、住民移転数を 0 軒にすることが可能で、また S 字カーブを含まない理想

的な線形を持つ。ただし、同線形は代替案の 1 つであり、今後の調査において、さらに詳しく検

討し、最適線形を決定するべきである。 

 

出典: SAPROF Team 

図  10.4.4 カットハイ島における線形比較 
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10.4.4 ラクフェン港への接続 

VIDIFI 調査、MOT 調査における、タンブー－ラクフェン道路終点部の線形を図  10.4.5 に示す。 

タンブー－ラクフェン道路終点部の線形は、本調査で最終的に決定されるラクフェン港整備位置

に応じて、決定されるべきである。 

 

MOT F/S 
Alt 1A 

MOT F/S 
Alt 1B 

VIDIF F/S

 
出典: SAPROF Team 

図  10.4.5 ラクフェン港への接続 

10.4.5 DVIZ（Dinh Vu Industrial Zone）計画との整合性 

DVIZ は、東側及び南側に拡張される予定であり、図  10.4.6 に示すとおり、Dinh Vu Industrial Zone 

JSC、Southern Dinh Vu Investment JSC、Hapco JSC によって運営される。 

 

Southern Dinh Vu 
Investment JSC Hapco JSC 

Dinh Vu Industrial 
 Zone JSC

 
出典: SAPROF Team 

図  10.4.6 Dinh Vu Industrial Zone 

Dinh Vu Industrial Zone JSC は、既に運営を開始しており、拡張部分は Southern Dinh Vu Investment 

JSC 及び Hapco JSC によって、2015 年より運営が開始される予定である。ただし、現在、拡張部

分の埋め立て工事は遅れており、運営開始は 2025 年頃にずれ込むという情報もあり確認が必要で
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ある。 

DVIZ 内におけるタンブー－ラクフェン道路の設計に際しては、以下の点を考慮して実施されるべ

きである。 

- 3 つの Industrial Zone の整備スケジュール 

- 各 Industrial Zone 内の道路計画 

- 各 Industrial Zone における土地利用計画 

その他、“ 10.4.2 交通需要予測” に示した通り、DVIZ 内で 2 つのフライオーバーが計画されてお

り、ハイフォン市により承認されている。今後の調査においては、各交差点における交差点解析

を行い、交差点形式を決定するべきである。当初、平面交差点とし、最終的に、立体交差点とす

る等、段階的な整備も代替案の 1 つであると考える。 

10.4.6 軟弱地盤対策 

VIDIFI 調査では、地質調査が実施され、タンブー－ラクフェン道路の盛土区間において、軟弱地

盤対策の必要性が確認された。 

同調査では、サンドドレーン及び置換工法が提案され、サンドドレーン工法は、盛土高 2.5m 以上

の区間に適用することが提案された（図  10.4.7 参照)。 

  

出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.7 軟弱地盤対策（サンドドレーン工法） 

一方、置換工法は、盛土高 2.5m 以下の区間に適用されることが提案され（図  10.4.8 参照）、主

にカットハイ島で適用される。 

 
出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.8 軟弱地盤対策（置換工法） 
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上記、VIDIFI 提案の軟弱地盤対策工法は、経済的な観点から適切であると考える。ただし、以下

の観点も考慮し、最終的な工法を決定するべきである。 

- ラクフェン港の開港にあわせて、2014 年 12 月までに、タンブー－ラクフェン道路の建

設を終了させるために、可能な限り建設期間を短縮できる工法を検討する。 

- 本プロジェクトは、STEP（Special Term for Economic Partnership）を適用することが期待

されている。STEP の適用のため、日本の技術・ノウハウを活用できる工法を採用する。 

今後の調査において、軟弱地盤対策工法は、建設期間の短縮、STEP の適用を含む様々な観点から

決定されるべきであると提案する。セメント系改良工法も、代替案の 1 つであると考える。 

10.4.7 橋梁延長 

既存調査では、橋梁延長についていくつかの提案がなされている。 

 1) VIDIFI 調査 

VIDIFI 調査では、以下に示す 3 案について比較検討を実施している。 

- 代替案 2：橋梁延長＝4.5 km 

- 代替案 3A：橋梁延長＝5.44 km 

- 代替案 3B：橋梁延長＝3.3 km、フライオーバー延長＝0.3 km 

比較検討の結果、特に DVIZ 拡張区間における軟弱地盤のリスクを避けるという観点から、代替

案 3A が選択された。ただし、DVIZ の拡張工事は既に開始されており、予定通り 2015 年に完成

すると、代替案 3B が選定される可能性がある。 

 2) MOT 調査 

MOT 調査では、以下に示す 3 案について比較検討を実施している。 

- 代替案 1：橋梁延長＝1.9 km 

- 代替案 2：橋梁延長＝1.8 km 

- 代替案 3：橋梁延長＝1.9 km 

代替案 2 が、建設費及び運営管理者のキャパシティ・能力の観点から選定された。ただし、代替

案について、ハイフォン市を含む関係機関との合意は得られていない。 

 3) 今後の調査にむけての提案 

本調査において得られた最新の情報を鑑み、以下に示す 3 案について、比較検討を実施するべき

であると提案する。 

- 代替案 1：橋梁延長＝5.44 km（VIDIFI 調査における代替案 3A） 
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図  10.4.9 代替案 1 

 

- 代替案 2：橋梁延長＝2.54 km＋フライオーバー延長＝0.45 km 

 

図  10.4.10 代替案 2 

 

- 代替案 3：橋梁延長＝1.8 km（MOT 調査における代替案 2） 

 

図  10.4.11 代替案 3 

橋梁延長は、以下に示す項目を含む総合的な観点から、決定されるべきである。 

(1) DVIZ 拡張エリアの埋立スケジュール 

DVIZ 計画がハイフォン市により策定されており、当該エリアは 3 つのエリアに分割される。各エ

リアの投資会社は既に決定済みであり、埋め立て工事も一部開始している。これら投資会社に対

するヒアリングによると、拡張エリアの埋め立ては 2014 年中に完成するとのことであるが、その

スケジュールは遅れる可能性があり、確認が必要である。 

(2) DVIZ 内フライオーバーの必要性 

VIDIFI 調査において、インターチェンジ及び 2 つのフライオーバーが計画された。ただし、各交

差点における交通需要予測が明確ではなく、交差点解析を実施し必要性の確認が必要である。 

(3) 建設費 

橋梁延長を短くすると、DVIZ へのアクセスを確保するために、コーズウェイを建設しなければな

らない。また、DVIZ の拡張がコーズウェイの建設開始時に終了されない場合、コーズウェイの建

設費は増大する。 

橋梁（バイアダクト）とコーズウェイの比較に際しては、上記を考慮して、総建設費を最小にす

るような計画とする必要がある。 
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(4) 建設期間 

タンブー－ラクフェン道路は、ラクフェン港の開港にあわせて、2014 年中に完成しなければなら

ない。このような事業実施スケジュールを満足させるためには、建設期間を 30 ヶ月以内に抑える

ことが要求される。工期短縮を実現できる工法の選定が求められる。 

10.4.8 航路条件 

最大支間長は、航路条件に依存するため、対象船舶及び航路幅／高の決定には最大限の注意が必

要である。既存調査において、航路条件は以下のように示されている。 

 1) VIDIFI 調査 

- 2009 年 3 月 19 日に、VINAMARINE により発給されたレター「No.478/CHHVN-BCB」に

より、対象船舶を 1,000DWT とする航路幅/高を提案している。 

- 航路条件は、“2 × W100 m × H12 m” 

 

12 m
H.W.L   

100 m100 m

 

図  10.4.12 VIDIFI 調査による航路条件 

 2) MOT 調査 

- 対象船舶を 1,000DWT、航路高を 12m としている。 

- 航路条件は、“2 × W80 m × H 12 m” 
 

12 m
H.W.L  

80 m80 m

 

図  10.4.13 MOT 調査による航路条件 

 3) 今後の調査に向けての提案 

ラクフェン港の開港後、カットハイ橋下は正式航路として採用されない。よって、内陸輸送のた

めの船舶のみを考慮すればよく、対象船舶は 1,000DWT で十分である。対象船舶の緒元を考慮し

て、また MOT、VINAMARINE との協議結果より、カットハイ橋下の航路幅は、100m×1（双方

向）、または 80m×2 で十分であると考える。現時点においては、航路条件として以下の 2 案を

提案する。 

- 代替案 1：100 m（双方向） 

 

12 m
H.W.L  

100 m

 
図  10.4.14 代替案 1 
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- 代替案 2:：80 m × 2 

 

12 m
H.W.L  

80 m80 m

 

図  10.4.15 代替案 2 

航路条件の決定にあたっては、MOT 及び VNAMARINE から、再度、正式レターを取得し、最終

決定することを提案する。 

10.4.9 橋梁形式 

 1) 主橋梁 

既存調査において採用された橋梁形式を以下に示す。 

a) VIDIFI 調査 

- PC 箱桁橋（1Box 一体断面） 

- V 型橋脚 

- 最大支間長 150m 

 
出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.16 主橋梁の断面（VIDIFI 調査） 
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b) MOT 調査 

- PC 箱桁橋（2Box 分離断面） 

- 最大支間長 90m  

 

出典: Port Capacity Reinforcement Plan in Northern Vietnam, MOT, 2009 

図  10.4.17 主橋梁の断面（MOT 調査） 

c) 今後の調査に向けての提案 

橋梁形式として、PC 箱桁橋＋V 型橋脚は、景観の観点から MOT に承認されている。しかし、

以下に示すような観点からも検討を行うべきである。 

- 建設費 

- 建設期間 

- 桁架設の容易さ 

- STEP の導入 

今後の調査においては、以下に示す 2 つの案について、比較検討を実施するべきであると提

案する。 

- 代替案 1：1Box 一体断面 
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出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.18 代替案 1 

 

- 代替案 2：2Box 分離断面 

 
出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.19 代替案 2 

上記 2 案は、桁の製作方法に応じて検討されるべきであり、現場打ち桁の場合は 1Box 一体

断面、プレキャスト桁の場合は 2Box 分離断面が望ましい。また、プレキャスト桁は STEP

導入の方策としても有効である。 

 2) 取付橋梁 

VIDIFI 調査、MOT 調査においては、取付橋梁の橋梁形式として、PC スーパーティー桁橋（支間

長 40m）が提案された。 
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a) VIDIFI 調査 

 

出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.20 取付橋梁の断面（VIDIFI 調査） 

b) MOT 調査 

 
出典: Port Capacity Reinforcement Plan in Northern Vietnam, MOT, 2009 

図  10.4.21 取付橋梁の断面（MOT 調査） 

c) 今後の調査に向けての提案 

スーパーティー桁橋は、ベトナムにおいて一般的に採用されている橋梁形式である。しかし、

同形式は桁やスラブにおけるクラックの発生等、信頼性における問題が頻繁に発生しており、

最適な形式であるとはいえない。 

工期短縮、塩害への耐久性等を考慮して、PC-I 桁橋を代替案の 1 つとして検討するべきであ

ると提案する。 
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- 代替案 1：PC スーパーティー桁橋（支間長 40m） 

 
出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.22 代替案 1 

 

- 代替案 2：PC-I 桁橋（支間長 40m） 

 
出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.23 代替案 2 

 3) 支間割り 

既存調査において、支間割りは航路条件に応じて以下のように提案された。 

a) VIDIFI 調査 

主橋梁における最大支間長は 150m×2 とし、取付橋梁部は 40m としている。 



ベトナム国 ラクフェン港開発事業準備調査（その２） 
- 最終報告書, 第 1 編 - 

 10-18

 

出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.24 主橋梁の支間割り（VIDIFI 調査） 

 
出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.25 取付橋梁の支間割り（VIDIFI 調査） 

b) MOT 調査 

主橋梁における最大支間長は 90m×2 とし、取付橋梁部は 40m としている。 

 
出典: Port Capacity Reinforcement Plan in Northern Vietnam, MOT, 2009 

図  10.4.26 主橋梁の支間割り（MOT 調査） 



ベトナム国 ラクフェン港開発事業準備調査（その２） 
- 最終報告書, 第 1 編 - 

 10-19

 

出典: Port Capacity Reinforcement Plan in Northern Vietnam, MOT, 2009 

図  10.4.27 取付橋梁の支間割り（MOT 調査） 

c) 今後の調査に向けての提案 

航路条件の 2 つの代替案に応じて、主橋梁の支間長は短縮されるべきである。主橋梁の支間

割り案を以下に示す。  

- 代替案 1：最大支間長＝130 m × 1 

 
１３０　ｍ６５　ｍ ６５　ｍ
２６０ ｍ

１００　ｍ  

図  10.4.28 代替案 1 

 

- 代替案 2：最大支間長＝110 m × 2 

 
５５　ｍ 　 ５５　ｍ

８０　ｍ ８０　ｍ

３３０　ｍ
１１０　ｍ　ｘ　２

 

図  10.4.29 代替案 2 

既存調査からの航路幅の縮小を確認後、上記 2 つの代替案について比較検討を実施するべき

であると提案する。また、航路中心線はより水深の深い箇所への変更も可能であると考える。 
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取付道路の支間長については、40m で適切であると考える。ただし、PC-I 桁橋が採用される

場合は、45m とすることも可能であり、比較検討が必要である。 

主橋梁及び取付道路の支間割りは、航路幅、航路位置の変更に応じて、再検討されるべきで

ある。 

 4) 鋼橋導入の可能性 

カットハイ橋における最適橋梁形式は、過去の実績によると鋼橋は PC 橋に比べ割高になること

が多いため、基本的に PC 橋が最適であると考える。しかし、鋼橋は PC 橋に比べ建設期間を短縮

できる可能性がある。 

事業実施スケジュールを満足させるために、PC 橋の採用が困難となる場合は、鋼橋の採用も検討

されるべきである。鋼橋の採用を検討するにあたっては、以下の点を考慮する必要がある。 

- 建設費 

- 維持管理費 

- 塩害に対する保護工 

10.4.10 基礎形式 

 1) 主橋梁 

既存調査において、主橋梁の基礎形式は、場所打ち杭（φ1200mm）を採用している。 

a) VIDIFI 調査 

 
出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.30 主橋梁の基礎形式（VIDIFI 調査） 
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b) MOT 調査 

 
出典: Port Capacity Reinforcement Plan in Northern Vietnam, MOT, 2009 

図  10.4.31 主橋梁の基礎形式（MOT 調査） 

c) 今後の調査に向けての提案 

既存調査における提案の通り、現場打ちコンクリート杭（φ1200mm）が最適であると考えら

れる。しかし、工期短縮、施工時の環境影響低減、航路部の支間長縮小、航行船舶の安全性、

STEP 化の観点から、鋼管矢板井筒基礎の採用について、検討を行うべきであると提案する。 

Steel Sheet
Pipe Pile

 

図  10.4.32 主橋梁の基礎形式（鋼管矢板井筒基礎） 

 2) 取付橋梁 

既存調査において、取付橋梁の基礎形式は、主橋梁と同様、場所打ち杭（φ1200mm）を採用して

いる。 

a) VIDIFI 調査 

 
出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.33 取付橋梁の基礎形式（VIDIFI 調査） 
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b) MOT 調査 

 
出典: Port Capacity Reinforcement Plan in Northern Vietnam, MOT, 2009 

図  10.4.34 取付橋梁の基礎形式（MOT 調査） 

c) 今後の調査に向けての提案 

既存調査における提案の通り、現場打ちコンクリート杭（φ1200mm）が最適であると考えら

れる。 

 3) 施工方法 

VIDIFI 調査における基礎の施工方法は以下の通りである。 

a) VIDIFI 調査 

主橋梁基礎の施工方法として、シートパイル工法を採用している。 

 
出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.35 主橋梁基礎の施工方法（VIDIFI 調査） 
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取付橋梁基礎の施工方法として、オープン掘削工法を採用している。 

 

出典: Planning Construction Investment Project Tan Vu - Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, VIDIFI, 2009 

図  10.4.36 取付橋梁基礎の施工方法（VIDIFI 調査） 

b) 今後の調査に向けての提案 

既存調査で提案された主橋梁の施工方法は、海上での施工性に適した工法である。ただし、

鋼管矢板井筒基礎工法を採用した場合は、場所打ち杭より施工性は向上すると考える。 

取付橋梁について、既存調査で提案された仮設堤防の建設によるオープンカット工法は、長

期の建設期間を要し、環境への影響が大きい。建設期間の短縮、環境への影響を考慮し、シ

ートパイル工法の採用も検討することを提案する。施工方法の検討にあたっては、建設費、

工期、環境への影響等から、総合的に評価するべきである。 

10.4.11 建設費 

VIDIFI 調査及び MOT 調査における建設費の積算を表  10.4.3 に示す。 

表  10.4.3 VIDIFI 調査及び MOT 調査における積算 

 VIDIFI 調査 MOT 調査 
総延長 15.9 km 15.3 km 

土工区間(タンブー側) 4.5 km 7.8 km 
橋梁 5.44 km 1.78 km 

延長 

土工区間(カットハイ側) 6.0 km 5.7 km 

橋梁形式 
PC 箱桁 

+ PC スーパーティー 
PC 箱桁 

+ PC スーパーティー 
最大支間長 150 m 90 m 

橋梁 

航路条件 100 m  12 m  2 80 m  12 m  2 
総建設費 290 億円 230 億円 

土工区間(タンブー側) 44 億円 91 億円 

橋梁＋その他構造物 
217 億円 

(主橋梁：33 億円, 
取付橋梁：165 億円) 

72 億円 
(主橋梁：15 億円, 
取付橋梁：45 億円) 

建設費 

土工区間(カットハイ側) 29 億円 67 億円 
建設期間 36 ヶ月 30 ヶ月 
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建設費の積算は、今後の調査において実施される、タンブー－ラクフェン道路の設計に応じて、

更新される必要がある。 

10.4.12 自然環境 

日本の円借款事業の確認作業の一環として、SAPROF調査団はべ国承認の為に提出されていたTan 

Vu-Lach Huyen 幹線道路整備計画の EIA 報告書のレビューを行った。また、その他関連報告書の

レビューも合わせて行った。本レビューに使用した参考資料は以下に示すとおり。 

表  10.4.4 レビューに使用した参考資料一覧 

資料名称 作成者 

 Volume-III: Environmental Impact Assessment/ 
Planning Construction Investment Project, Tan 
Vu-Lach Huyen Highway Project in Hai Phong City, 
14 July 2009 

VIDIFI の委託で JBSI, HYDER, HECO 

その他参考資料  
 Port Capacity Reinforcement Plan In Northern 

Vietnam, September 2009 
MOT の委託で日本工営、及びその他協力事業体

 General Construction Plan of Hai Phong City to 2025 
and 2050 

ハイフォン市の委託で Planning Institute of Hai 
Phong （ハイフォン市・計画研究所） 

Tan Vu-Lach Huyen幹線道路整備計画のEIAは 2009年 11月を目途に承認される見込みであったが、

同事業の実施主体が VIDIFI から PMU2 に移管されたのに伴い、承認申請が取り下げられた。2010

年 5 月時点では、PMU2 によって同幹線道路の EIA が精査されている状況であった。2005 年に制

定された環境保護法の規定により、同プロジェクトの EIA の承認は MOT が主幹となり評価委員

を組織し承認を行うことと成っているため、同 5 月時点で MOT は天然資源環境省（MONRE）や

環境専門家を含む評価委員会の立ち上げ準備に入っていると報告を得た。 

道路計画のレビューに当たっては本報告書の 9.1.3 と共に、下記 2 点 EIA 承認も合わせて留意する

必要がある。 

- 2009 年 12 月 23 日付 No.2457/QD-BTNMT（MONRE）：South Dinh Vu Development Joint 

Stock Company (提案事業の橋梁西端地域)の埋立による工業団地開発に関する EIA の承

認) 

- 2010 年 3 月 24 日付 No. 570/QD-BTNMT（MONRE）：HAPACO (Hai Phong Industrial Zone 

Joint Stock Company) (提案事業の橋梁西端地域)の埋立による工業団地開発に関する EIA

の承認 

上記 2 点の承認によって、SDVDC と HAPACO は図  10.4.6 に示す海岸地域の埋め立てが可能とな

った。しかしながら 2008-2009 年にかけて起こった世界的経済危機の影響で各案件とも当初の計

画より進行が遅くれているものの、2 社とも精力的に埋め立て準備を続けている。 

Tan Vu-Lach Huyen 幹線道路整備計画に係る既存の EIA は、前述 2 工業団地の埋立て実施スケジュ

ールは未定とし、代替案 3A に沿ってまとめられたものである。非常に限定的ではあるが、実際
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には埋立てが既に開始されている所もある。そのため、埋立てを前提条件としていた代替案 3B

についても今後検討が必要になってくると思われる。また、この問題に限らず、レビューによっ

て既存の EIA には下記の重要課題があることがわかった。 

JBIC ガイドラインによると環境負荷を低減する代替案の検討が求められているが、幹線道路整備

計画に係る EIA には、前述の工業団地の埋立てに係る代替案を含む 3 点の課題に対して代替案が

示されているが、橋種の代替案が提示されていない。その代替案としては、例えば長スパン斜張

橋で水や堆積物からの影響を一切受けないものと、比較的短いスパンの橋で前者に比べて水や堆

積物からの影響を受けやすいものの、コスト面でより経済的なタイプの 2 点がある。既存の計画

では代替案として挙げたこの 2 点のちょうど中間に位置する、一種の長スパン橋が提案されてい

るのみでその他の代替案の検討はなく、代替案の検討が欠如していると言える。 

道路と橋の建設によって周辺海域の潮間帯に重大な影響を与えることは無く、埋立による工業団

地開発のような非可逆的な開発影響とは分けて考える必要がある。 

更に、水質調査、大気調査の方法にも、サンプル調査が 2008 年の 8 月の 1 回のみしか行われなか

ったこと、またサンプル調査を実施したのが、雨季の影響を最も受けない 8 月であったという 2

点について課題が残る。同様に、Appendix3-2 で示されている周辺生態系への影響調査（the Center 

for Advanced Science and Technology Application （Quang Ninh 県の科学技術局）によって収集され

た情報についてもその実施時期（2008 年 8 月の実施と見込まれるものの）及び実施方法が不明瞭

である。そのため、現在作成が進む EIA 報告書作成では前述 2 点の不明瞭点を明らかにする必要

がある。ただし、Annex 3-2 の第 III 項にて、マングローブ林の生態的希少性についてはうまくま

とまっており、保護政策の必要性が適切に強調されている点については評価される。 

今後、幹線道路設計に係る修正に伴って行われる EIA のレビューの他に、下記の環境調査が実施

されるべきである。 

- 生態系、洪水、潮位等に関する影響調査 

- 現在調査が進んでいる Dinh Vu 工業団地の拡張に伴う EIA の内容の確認 

10.4.13 社会環境 

社会環境影響の確認作業として、EIA 報告書に加え、VIDIFI が策定した Tan Vu-Lach Huyen 幹線

道路に係る住民移転計画書（RAP: Resettlement Action Plan）のレビューも併せて行った。 

- Volume-IV: Resettlement Action Plan/ Planning Construction Investment Project, Tan Vu-Lach 

Huyen Highway Project in Hai Phong City, 14 July 2009（非自発的住民移転計画書） 

同幹線道路に係る RAP は、承認作業が進められていたが EIA と同様に事業移管に伴い承認制の取

り下げがされた。2010 年 5 月の時点で PMU2 は、改正版の EIA と RAP の作成最終段階にあると

報告を得て居る。  

EIA、RAP それぞれに記述されている、幹線道路事業の被影響者（PAP）・世帯（PAH）数は若

干異なっていたが、3 月に行われた JICA 事実確認調査の際に PMU2 により以下表のように PAP、



ベトナム国 ラクフェン港開発事業準備調査（その２） 
- 最終報告書, 第 1 編 - 

 10-26

PAH 数の統一が行なわれた。この修正は、2010 年 3 月 19 日に JICA とベトナム政府間で結ばれた

「Lach Huyen Port Infrastructure Construction Project」協議議事録に記載された 3 月時点での正式な

被影響者想定数である。 

Hai An District Cat Hai 島  

Tran Cat 

Ward 

Dong Hai 

2 

Nghia Lo 

Com. 

Dong Bai 

Com. 

Cat Hai 

town 

被影響

数・面積

1. 収容される家屋及び土地 

移転対象世帯数 0 0 51 27 0 78

収容面積 (m2)  878,700

住宅地 (m2)  28,900

養殖池 (m2)  801,600

塩田 (m2)  44,700

その他 (m2)  3,500

撤去予定木数 73 1 4,823 1,923 236 7,056

移転対象墓石数 0 0 278 0 117 395

コンクリート舗装道路 (m2) 0 0 1,520 2,800 0 4,320

アスファルト舗装道路 (m2) 0 0 0 0 600 600

電柱数 0 0 16 0 5 21

カルバート 4 3 3 2 1 13

2. 被影響世帯数・人数 

被影響世帯数 45 41 115 40 55 296

被影響者数 127 150 489 260 159 1,185

EIA・RAP と JBIC ガイドラインとの準拠状況を確認すると、フェリーや旅客事業者、沿岸漁業者

に対する配慮が検討されていない点を除いては、基本的に準拠していると言える。既存海運事業

者への配慮の必要性、既存の法的枠組み（土地法および漁業法）では補償の対象外である漁業者

の状況に関しては、JICA が 2010 年 3 月に行った事実確認調査で確認・指摘がされている。現行

法ではそれらの問題に適応が可能な法制度が無い為、対応を行うには、責任機関としては市・

District・Commune の人民委員会が上げられ、その参考例としては現在有効な土地関連法の補償政

策にならう事が想定される。 

沿岸漁業活動への未配慮加え、土地関連法で保障されるベ国の補償範囲が、JBIC ガイドラインや

世界銀行のガイドライン（OP4.12）で規定される範囲とは開きがある事が RAP 及び別に世界銀行

の支援で MOT が実施する「Northern Delta Transport Development Project（北部交通開発）」で指摘

されている。本提案事業へ適用する補償制度に至っては、同地域で実施される ODA 案件一貫性と

いった観点から、前述「Northern Delta Transport Development Project」で適用されている世界銀行

の補償制度*が適用される事が望ましい。 

* Project Appraisal Document on a Proposed Credit in the Amount of SDR 104.4 Million To the Social 

Republic of Vietnam for a Northern Delta Transport Development Project, 19 May, 2008, Transport, 
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Energy and Mining Unit, Sustainable Development Department, East Asia and Pacific Region, The 

World Bank（プロジェクトの承認報告書）

<http://web.worldbank.org/external/projects/main?pagePK=64283627&piPK=73230&theSitePK=40941

&menuPK=228424&Projectid=P095129> 

沿岸漁業者や非自発的住民移転の補償に関しては、JICA 支援により別途実施されている Tan 

Vu-Lach Huyen 幹線道路整備計画の SAPROF 調査により詳細検証がされている。その際、道路や

橋梁の設計や線形の修正が行われる可能性があるため、RAP はその新しい提案に沿って適宜修正

する必要がある。 

また、建設工事の安全確保のため不発弾（UXO: Unexploded Ordnance）の除去確認が完了してい

る必要がある。不発弾に関しては EIA や RAP に記述は無いが、港湾の承認済 EIA の許可証では、

建設工事着手前に実施が必要な項目として挙げられている。不発弾の除去確認作業は、港湾開発

事業の一環として PMU2 と MPMU II の共同作業として詳細設計の段階で迅速に行い、情報の共有

が PMU2 と MPMU II の間で十分にされることが望まれる。 
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